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グロービス経営大学院 
2022 年度 
自己点検・評価報告書 

I. （前提）目的、教育理念 
グロービス経営大学院大学は、1 研究科 1 専攻の「経営研究科 経営専攻」からなる

専門職学位課程の大学院大学（専門職大学院）である。開学当初より、｢理論と実践を
融合した能力開発の場、生涯にわたる人的ネットワーク構築の場、自らの志と生き方
（キャリア）を見つける場、3 つの場を提供｣することを通じて、アジアと日本にダイ
ナミズムをもたらす「創造と変革を担えるビジネスリーダーを輩出」するという教育
理念を明確に設定している。輩出したい人材像は、短く「創造と変革の志士」
（Visionary Leaders）とも呼んでいるが、この志士という言葉には、強い職業的倫理
を包摂する志を持ったリーダーという意味を込めている。  

「グロービス経営大学院大学 学則」の第 5 条には、経営系専門職大学院に課せられ
た基本的な使命のもと、次の通り本学経営研究科の教育研究上の目的を設定してい
る。 

 （研究科の教育研究上の目的） 

第 5 条  経営研究科は、日本及びアジア社会の経営人材育成ニーズに応え、
事業「創造」や「変革」を担える実践的かつ豊かな職業的倫理観を持ったビジネ
スリーダー、経営人材の育成を目指し、日本及びアジア特有の事業創造、事業変
革モデルの実践的研究に寄与することを目的とする。 
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 「経営研究科 経営専攻」のもとには複数のコース（プログラム）を設置し、すべて
のプログラムにおいて、上記教育研究上の目的に即した教育研究を行っている。 

また、先に触れた本学の教育理念の全文は、下記となる。 

 グロービスは、日本及び世界のビジネスリーダーたる「創造と変革の志士」を
輩出する経営大学院として存在し、次の 3つの場を提供する。 

・理論と実践を融合した能力開発の場 

・生涯にわたる人的ネットワーク構築の場 

・自らの志と生き方（キャリア）を見つける場 

グロービスは、数多くの志士を輩出し、日本そして世界に「創造と変革」のダ
イナミズムを生み出し、社会全体の成長に寄与することを使命とする。 

 本学では、ゼロから何かを生み出していく「創造」と、停滞状態にある既存のもの
を進化・成長させていく「変革」が、経営において最も難しい領域だと考えている。
よって、これらの教育研究上の目的や教育理念は、「専門職大学院設置基準」第 2 条
第 1 項に定めるところの「専門職学位課程は、高度の専門性が求められる職業を担う
ための深い学識及び卓越した能力を培うことを目的とする。」という趣旨に適うもの
と考える。 

本学の強みは 5 つのユニークさ（高満足、実践的、創造と変革、志士、テクノベー
ト 1）と捉え、それらの強化に努めてきた 2。また、社会が必要とする「創造」と「変
革」を担う人材を数多く輩出することで、社会に貢献していくという理念を実現する
ために、2017 年には中長期ビジョンとして「2022 年ビジョン」を作成した。このビ
ジョンでは、先の目的を実現するため 2022 年までにあるべき姿を定義し、この実行

 
1 「テクノベート」とは、テクノロジーとイノベーションを掛け合わせたグロービス

の造語である 

2 2021 年 1 月、それまでの 4 項目（高満足、実践的、創造と変革、志）に「テクノ
ベート」を加え、「5 つのユニークさ」へと改めた 
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と実現を通して、MBA・経営教育提供機会の拡大による社会への貢献、本学の修了生
が活躍することによる社会への貢献、グローバル人材の育成を通した社会への貢献を
掲げている。このビジョン実現に向けた具体的な戦略は、本学の経営会議（学校運営
上の意思決定機関）で議論し、行動へと移している。なお、2022 年ビジョンの一部で
ある「1000 名を超えた入学者」は 2020 年時点で達成したことを踏まえ、次の「2027
年ビジョン」を策定するべく、学内すべての教職員を巻き込んだ議論を開始してい
る。 

2019 年度と 2020 年度は、公益財団法人大学基準協会による「大学評価」「経営系
専門職大学院認証評価」をそれぞれ受審した。書面評価および実地調査を通じ、本学
の教育・研究・組織・運営・施設設備等の状況について、評価委員と様々な意見交換
を行い、教育研究活動の改善に繋がる多くのヒントを得た。2021 年度および 2022 年
度は、指摘を受けた内容の改善状況について、協会へ報告プレゼンテーションを行
い、さらなる改善に向けた意見交換も行っている。 

これらの活動を通じて、本学における教育研究活動の質向上とは、教育理念を実現
し、社会に「創造と変革の志士」を輩出することであり、従前より重視してきた以下
の 5 つの要素から成ると再整理された。 

1. 良い教員 

2. 良いカリキュラム 

3. 良い受講生 

4. 良いサービス 

5. 良い知の発信 

これまでの本学の内部質保証の取り組みにおいても、上記「5 つの良い」の観点よ
り、教職員が日々の改善活動を行い、自己点検・評価委員会が年に 1 度の点検作業を
行い、経営会議の監督の下、着実に教育研究活動の質向上へと繋げてきた。 

2022 年度も、引き続きこの 5 つの観点より点検・評価を実施することとする。 
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2021 年度は開学から 15 周年の節目を迎え、教職員・学生・修了生その他多くのス
テークホルダーと、これまでの歩みを振り返る機会を多く設けた。16 年目を迎える
2022 年度も、日本国内のみならず世界を視野に、多くの創造と変革の志士を輩出し、
事業の創造と変革に寄与できるよう活動を続けた。以下、5 つの観点より 2022 年度の
活動を振り返り、点検するものとする。 

II. 良い教員・良い発信 

1. 教員組織 
本学の教員組織は、全て任期（3 年）つきの専任教員により構成している。専任教

員の任用や任期更新等にあたっては、本学の教育理念、教育目的に照らし、領域や年
齢、職位の組み合わせを都度検討している。本学は経営系の専門職大学院として、開
学以来、教育・研究の実践性にこだわり、実務に活用可能な研究活動に注力してき
た。2020 年度に受審した認証評価における勧告を踏まえ、2021 年度より、理論に関
する研究にも力を入れ、従来以上に実務と理論を結び付けた教育を実施できるよう体
制を整えつつある。2022 年度には、研究者教員の新規任用や、「グロービス AI 経営
教育研究所」（略称：GAiMERi）および「テクノベート経営研究所」（略称：
TechMaRI）という 2 研究所の整備を進め、研究活動を担う教員を増強した。 

学校法人グロービス経営大学院が設置する大学はグロービス経営大学院大学のみで
あり、大学には経営研究科のみ設置しているため、全ての専任教員は、経営研究科に
所属する。2022 年 5 月 1 日現在、専任教員 144 名・兼任教員 50 名が在籍し、2 名の
研究科長のリーダーシップのもと 3、教育・研究活動を担っている。 

経営研究科には、パートタイム＆オンライン MBA プログラム（日本語）・パート
タイム＆オンライン MBA プログラム（英語）・フルタイム MBA プログラム（英
語）という 3 つのコース（プログラム）を設け、東京・大阪・名古屋・仙台・福岡の
各校と国内外の特設キャンパスで、通学およびオンラインの学修プログラムに学生を
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受け入れている。教員組織は、コース（プログラム）ごと・キャンパスごとには設け
ず、それぞれ担当する職務に応じ、広報や教務、学生募集や学生の履修相談等、各コ
ース・キャンパスの職員による学務をサポートしている。加えて、学長を除く全ての
専任教員が、研究領域別に分かれた 7 つの「ファカルティ・グループ」（FG）という
教員組織のいずれか（あるいは複数）に加入し、各 FG リーダー4のもと教育・研究活
動を推進している。FG には、専任教員のほか、一部の兼任教員や研究開発業務をサ
ポートする職員も参加し、研究者教員・実務家教員それぞれの専門分野の強みを生か
して協力し、組織的な教育・研究活動を充実させている。 

2022 年現在、7 つの FG の所属教職員数は、次の通りである。Marketing & Strategy
（53 名）、Accounting & Finance（37 名）、Organizational Behavior & HRM（34
名）、Critical & Analytical Skills（37 名）、Creation（24 名）、Management 
Philosophy（16 名）、Technovate（22 名）。 

各 FG は、当該領域の教育・研究に一義的な責任を有し、カリキュラム開発とファ
カルティ・ディベロップメント（FD）を一気通貫で担っている。教員は、各自が国内
外の学会・研修への参加により日本や世界の学術の潮流をとらえて新しい理論を吸収
したり、実務経験を通じてビジネスに影響を与え得る社会の動向・課題を分析したり
した上で、FG 内で活発に議論を交わすことで、経営現場の課題解決に資する実践的
な知を創出することを目指し、活動している。各 FG では、さまざまな勉強会を開催
したり、研究テーマ毎に少人数のタスクフォースで取り組んだり、全教員が一同に集
まる FG 総会で意見交換を行うなど、各 FG で工夫を凝らした活動を実施している。 

2022 年現在、研究者教員は 17 名とまだ少数ではあるものの、全ての FG に研究者
教員が所属し、各 FG で実務家教員と研究者教員が互いの専門性を生かしながら研鑽
を積む体制に移行できるよう、採用・育成を進めている。後述の通り、本学では科目
ごとに学ばせたい学習テーマや標準的なティーチングプランは FG が策定しているた
め、各 FG の研究者教員がティーチングプランや使用スライドを点検し、全教員に共

 
4 代表の教授が務める 
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有するようチェック体制を強化することを通じ、さらなる理論と実務の架橋教育を推
進していく。 

従来、「創造と変革の志士」を育成する専門職大学院としての本学における研究の
定義に基づき（詳細は後述）、FG による研究活動の主眼は、知識をビジネスの現場
で活用して成果を挙げるための具体的な方法論の追求や、社会への広範な普及に置い
ていた。研究成果は、一般のビジネスパーソンが入手しやすい書籍や雑誌等の媒体を
通じて広く社会へ発表したり、本学の教育カリキュラムへ反映させるため、ティーチ
ングマテリアル（企業事例（ケース）、テーマに関する論考、ティーチングノートな
ど）に仕上げている。2022 年度からの研究活動の拡充に伴い、研究成果の学会発表や
学会誌への論文投稿、2023 年発刊の「グロービス経営大学院紀要」など、よりアカデ
ミックな領域における情報発信も開始している。 

2. 専任教員の内訳 
本学における専任教員は教授・准教授・講師から成り、2022 年 5 月 1 日現在、収容

定員 2,120 名に対し、144 名を配置している。専任教員の総数は、平成 15 年文部科学
省告示第 53 号（専門職大学院に関し必要な事項について定める件）第１条第１項の計
算式 5によって算出された基準 141.3 名を満たすものである。 

専任教員の内訳は、教授 90 名・准教授 53 名・講師 1 名であり、同告示第 53 号第 1
条第 3 項の要件を満たしている。 

任用は本学の「専任教員選考規程」に則り、教員選考委員会にて厳正な審査を行っ
ている。144 名の専任教員（実務家・研究者）は、専門職大学院設置基準第 5 条第 1
項に該当する。 

また、本学のカリキュラムの特徴であるケースメソッドでは、学生がビジネスの現
場における経営者の意思決定を疑似体験し、「徹底的に自分の頭で考え抜く」「自ら

 
5  2,120÷15=141.3。「15」は、平成 11 年文部科学省告示第 175 号の別表第三に定

められた、人文社会科学系の修士課程を担当する研究指導教員一人当たりの学生収容
定員 20 人に四分の三を乗じたものによる。 
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考え、気づき、学び取る」ことを重視している。授業を担う教員にも、研究者教員・
実務家教員ともに、経営教育に対する考え方の共有や徹底的なトレーニングを実施し
ている。任用時点でのスクリーニングおよび任用後の様々な FD 施策により、いずれ
の教員も、専門分野に関する高度の指導能力を備えている。教員に求める指導能力
は、理論を正しく詳細に解説するだけではなく、学んだ理論を学生が自ら実務で使え
るレベルまで落とし込める、そのための気付きを与えられる水準を求めており、教員
自身の実務経験や組織における指導能力が活かされることも多い。結果的に、本学の
教員構成は、実務家教員の割合が多い。専任教員 144 名のうち実務家教員数は 127 名
である。この人数は、平成 15 年文部科学省告示第 53 号第 2 条の「おおむね三割以
上」を満たしている。本学の実務家教員 127 名は、いずれも任用時点で 5 年以上の専
門的かつ高度の実務経験を有しており、現在も教員以外の実務を担う者が大半である
ため、同第 2 条の「高度の実務の能力を有する者」にも該当する。 

また、17 名の研究者教員に関しても、新規採用に加え、2021 年度まで「実務家教
員」カテゴリの専任教員であったが、博士号を有し十分な研究活動を担うことができ
る者や、修士号を有し教育活動よりも研究活動に時間を費やしている者を「研究者教
員」に任用し、いっそうの研究活動を求める形とした。これらの高度な指導能力・実
務能力・研究能力は、教員評価の重要な指標ともなり、具体的な評価基準は「専任教
員の資格要件表」に定めている。 

専任教員の任用・配置にあたっては、職務経歴・国際経験・年齢・性別等が著しく
偏らないよう考慮している。ただし、当該分野の専門性を第一とし、年齢・性別・国
籍等の比率によって任用・配置を決定しているわけではない。近年は、外国籍の教員
をさらに増やすよう努めている。 

年齢構成は、30 代 6 名・40 代 74 名・50 代 46 名・60 代 18 名・70 代 0 名・平均年
齢 50.0 歳であり、性別構成は、男性 124 名・女性 20 名となっている。職務経歴とし
ては、研究者、起業家、上場企業の執行役員、公認会計士、コンサルティング会社経
営など、経営の実務に精通している者を任用している。国際経験としては、外国人教
員 9 名の他、海外の大学院修了者、海外赴任経験者、海外プロジェクト事業を任され
る立場を経験している者等、さまざまな研究業績および実務経験を有する教員で組織
している。 
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3. FD 活動 

(1)  全学的な FD 活動 
専門職大学院として、理論と実践を架橋する教育を提供し、高度な専門職業人を養

成するため、本学が積み重ねてきた社会人教育のメソドロジーに基づき、学生が通学
およびオンライン形式で集う授業はすべて、実践性を重視する内容・構成としてい
る。 

この為、本学の教員には専任・兼任を問わず、担当する科目領域の最新理論やビジ
ネス事例の知識深化に加え、本学の研究成果である教育手法の理解および高度化や、
担当する授業で学んだ知識を学生が自らの職場で使える段階まで導くティーチング能
力、言い換えれば、知識の再現性を高めるためのティーチング/ファシリテーション能
力の向上が求められる。こうした知識・スキルの向上に向け、研究科全体および FG
単位でそれぞれ FD の仕組みを設け、実施している。本学では、FD は教育活動の根幹
を支える活動と考えている。特に、高い教育効果を実現するための講義手法について
は、長年の実践と検証の積み重ねの中で培ってきた独自のノウハウを確立し、研究科
全体で展開している。 

ファカルティ・ディベロップメント・プログラム 
実務家教員を多く任用する本学では、教育上の指導能力向上を目的とした「ファカ

ルティ・ディベロップメント・プログラム」（FDP）に尽力している。 

プログラムは FG 横断の FD 担当教員グループが主管し、年に 1 度、おもに任用 1
年目の教員を対象に開催している。参加教員の専門分野は問わず、できるだけ多くの
教員が参加できるようスケジュールを調整し、例年 10 名程度が参加している。所要時
間は 15 時間程度で、ケースメソッドを用いた授業設計の考え方や議論を深めるファシ
リテーション方法など、本学独自のティーチングに関するノウハウを体系的に身につ
けられるよう設計している。ケースメソッド等インタラクティブな経営教育方法を研
究・開発してきた教員が議論をリードし、対面形式で実施する。また、2016 年度以降
はプログラムの対象を拡大し、新任に限らず、教授経験のある教員の更なるスキル向
上の機会としても活用できるようにしている。 
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教育への情熱と専門分野への卓越した知識があっても学生への指導には不慣れな教
員であっても、本プログラムの受講により、自身の豊富な実務経験や高度な知見を十
分に生かした学生指導ができるようになる。 

専任教員リトリート 
教員の能力向上、学校の理念共有・浸透、教員間コミュニケーションの更なる促進

等を目的に、日常業務から離れ、アイデアの創造・共有や発想の転換を促す環境で議
論や思索を行う「専任教員リトリート」を年に 1 度開催している。リトリートで取り
扱うテーマや開催場所・時間等の詳細は経営会議が決定し、ファカルティ・ディベロ
ップメント担当長のもと、研究科全体で実施する。学長や研究科長も参加し、選定し
たテーマに基づき、少人数でのグループワークも交えながら、以下のような活動に取
り組んでいる。 

・選定したテーマの専門家による講演および意見交換 

・各教員が実施しているクラス運営上のノウハウや研究活動成果の共有 

・教材やカリキュラム、授業形態等の改善に関する意見交換 

2022 年度の専任教員リトリートは、後述の「あすか会議」6の開催に合わせ、京都
市で実施した。本学で 2022 年 4 月より提供開始した、動画と AI を組み合わせて学ぶ
「ナノ単科」7と新しい学びの形について、カリキュラムにおける戦略的な位置づけや
学習の仕組みを紹介し、今後の MBA 教育における授業や教員の役割について議論す
る場とした。リトリート終了後、時間が許す教員は「あすか会議」のカンファレンス
に参加し、各界のトップリーダーの知見・志・情熱に触れ、自らの知見を広め、自身
の教育研究活動に繋げられるよう、運営を工夫している。 

 
6 https://aska.globis.ac.jp/ 

7 https://mba.globis.ac.jp/nano-mba/ 

https://aska.globis.ac.jp/
https://mba.globis.ac.jp/nano-mba/
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ファカルティ・グループ（FG）報告会 
研究領域別に分かれた 7 つの FG はそれぞれが特色ある教育・研究活動を推進して

いるが、「ファカルティ・グループ（FG）報告会」では、全ての FG が一堂に会して
研究活動の成果を報告し、全学で領域を横断した議論を行っている。この報告会は年
に 1～2 度開催しており、研究科全体での活発な議論を通じて、各 FG における研究活
動をさらに促進する役割を果たしている。2022 年度の報告会は 9 月にハイブリッド形
式で開催した。各 FG は、1 年間の研究計画および主要な成果について発表し、会場
やオンラインの参加者と活発な意見交換を行った。 

ハラスメント研修 
昨今の社会情勢の変化や、本学でも学生・教職員の多様性が広がっている現状況を

踏まえ、すべての専任教員・兼任教員を対象に、ハラスメント研修を実施する予定で
ある。 

(2)  各 FG が実施する FD 活動 
研究科全体の FD 活動に加え、専門分野別の FG 単位でも、機動的・効果的な FD

活動を展開している。 

本学の授業は、複数キャンパス・複数クラスの開講を原則とする上、独自の振替制
度を設けている為、1 人の専任教員が単独で 1 つの科目を担当することはない。必
ず、当該科目を担当する複数の教員が事前に協議し、学校全体でより良い授業を提供
できるよう、教授内容や教授方法をブラッシュアップする仕組みとなっている。日常
の教育活動から、教員同士で意見交換を行い、能力を高め合う文化が根付いていると
も言える。 

各 FG は、責任者である FG リーダーの統括の下、教職員が活発に意見交換をして
学び合う文化を背景に、各 FG が置かれた状況に合わせ、下記に例示するような FD
活動を実施している。 
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新任教員の授業支援 
新任教員には、(1)任用時、(2)初回授業実施まで、(3)初回授業時、(4)その後の 4

段階で、手厚い支援を行っている。このプロセスを経ていない教員は、授業への登壇
を認めない。 

(1)任用時は、研究科全体でオリエンテーションを実施している。(2)初回授業実施
までは、FG の FD 担当がマンツーマンのトレーナー役を担い、少なくとも 4 回程度の
模擬授業を行いながら、3 時間の授業の授業設計や実際のファシリテーション向上の
サポートをする。(3)初回授業時には、FD 担当が実際の授業を見学し、次回に向けた
改善点などをフィードバックする。(4)その後は、既述の FDP によりティーチングの
ノウハウを体系的に修得し、さらなる改善に繋げていく。 

本学では、振替制度に対応できるよう、科目ごとに学ばせたい学習テーマや標準的
なティーチングプランは FG が策定している。科目を担当する教員には、FG が作成し
たティーチングプランを参考にしてオリジナルのティーチングプランを組み立て、授
業を実施することを求めている。FD 担当は、教員によるティーチングプランの設計
やファシリテーション技術を中心に、段階に応じた丁寧な指導を行っている。 

目標管理制度 
教員自身に改善への意欲を持たせるため、MBO（Management by Objectives：目標

管理）を取り入れている。 

「専任教員の評価基準に関する方針」にしたがい、毎年度、研究科長および FG リ
ーダーが、研究者教員・実務家教員それぞれと年次の MBO 面談を実施する。教員は
「行動目標管理評価シート」を提出し、FG リーダーが各教員の目標（①学校法人グ
ロービス経営大学院の経営方針やグロービス・ウェイの実践度、②教育、③研究、④

学校運営、⑤その他社会的活動）とその達成度合いを確認し、評価を決定する。 

グロービス・ウェイは、ルールやコントロールを可能な限り最小化し、理念・ビジ
ョンとの共鳴から生まれる個のやる気・願望（個の爆発）をエネルギーの源泉に、一
歩一歩確実に進んでいくことを目的に制定している。教員は、ウェイに定められた最
低限のルールを守ったうえで、自身の専門性を磨き、自律的に活動することが推奨さ
れている。 
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各教員は、自身で当該年度の教育研究計画や目標を定めたうえ、研究科長ないし
FG リーダーと相談し、各 FG リーダーは、全学および各 FG の教育・研究の方向と教
員個人の志向を踏まえた目標をすり合わせることで、高い専門性を備えた教員個人の
充実した教育・研究活動が、組織全体の教育・研究活動の充実に繋がるよう工夫して
いる。 

定期的な研修会 
FG ごとの研究テーマに沿って、FG 内での定期的な勉強会に加え、外部から識者を

招いた研修会も実施している。大学全体で関心が高いテーマの場合、FG に所属して
いない教職員も参加できるよう広く門戸を開き、オープンな議論が交わされる。 

教育内容改善のための組織的な取り組み 
FD 担当教員は、担当する科目・領域の教育内容を改善するため各教員との面談を

実施し、ヒアリングや意見交換を行っている。定期的な面談の場では、各教員の教育
への取り組みの様子とその成果、要望などをヒアリングする。加えて、各教員の希望
に応じ、随時教育手法の工夫や教育内容の選定の相談にも乗る。こうした場で各教員
の意見や授業における様々な工夫を吸収した上で、FD 担当教員の会合にて改善活動
の実施や教育内容の改変策を定め、FD 担当を中心に改善・改変を実行している。 

教員間での相互研鑽の機会の提供 
教員がクラス運営について理解を深めるため、科目責任者が主管し、希望者が相互

に授業を見学し合う機会を設けている。授業見学後には、お互いの気付きを意見交換
する場を持つことで、カリキュラム改善、個々のティーチングメソッド改善に資する
だけでなく、各々の専門領域に閉じない教員相互の連携強化にも繋がっている。 

アンケートの学生満足度に基づく改善措置 
本学では、3 ヵ月の授業が終了するごとに学生にアンケート調査を実施している。

クラス毎の定量・定性アンケートを、全ての科目・クラスで中間回と最終回の計 2 回
実施し、授業全体への満足度・有益度に加え、教員・使用教材・学生同士（そのクラ
スに参加したメンバー）に対する評価を問い、また定性的な意見や要望を求める。 
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アンケートは、担当教員が授業に対する学生の意見を確認し、改善に活かす他、各
科目の担当 FG や事務局の関連部署の教職員も分析を行い、本学の教職員組織のリー
ダーが参加する運営会議に報告し、必要に応じカリキュラム委員会へ具申したり、各
FG で改善対応を決定するなど、改善活動を機動的に実施している。 

教員のクラス運営に関する満足度の平均値は、直近 3 年間は 4.7 で推移している 8。 

この満足度が学内で定めた基準を下回った場合、事務局の教職員からも科目担当
FG へ注意を促す。各 FG は状況を確認し、必要に応じ FD 担当教員が該当教員の授業
を見学するなどし、課題の把握と改善に向けた手立てを探る。FD 担当教員の指導の
もと、授業設計や議論のファシリテーションの仕方について綿密な改善施策を講じた
り、クオリティ・アシュアランス（QA）活動 9を実施する場合もある。これらの対策
にも関わらず改善が図られない場合は、当該教員の登壇を停止する措置をとる。 

アンケートの結果は当該教員、および FD の担当教員へ公表されるほか、全体の統
計値は必要に応じて教授会で専任教員全体でも共有されている。 

なお、通学型とオンライン型の授業における注意喚起対象となるスコアは異なる。
これは、継続的に実施しているアンケートスコアの分析の結果、通学型とオンライン
型の授業で「教員満足度」の分布が異なり、学校としてとるべき改善策も異なること
が判明したためである。本学では、2015 年 4 月よりオンライン型の授業を実施してき
たが、2019 年度より、経営会議主導のもと注意喚起対象となる教員満足度スコアを変
更した。 

4. 良い発信 
本学では、研究および研究内容の発信について、以下のような方針を定めている。 

 
8 1（不満/有益でなかった）→5（満足/有益だった）の 5 段階スケール 

9 教員が授業を行う間、FD 担当教員が後ろの座席（学生とは別に設けた見学者席）
で記録を取りながら見学し、授業終了後、その記録をもとに、あるべき授業との差分
について FG 担当教員と当該教員で議論を行い、今後の改善に活かしていく活動 
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グロービス経営大学院における研究の考え方（方針）2010 年策定 

■目的：「創造と変革の志士」を育成するのに必要な研究 

■良いリサーチとは： 

・社会で研究されていないもの 

・広く多くの方に影響を与えるもの 

・育成でき実務に活用可能なもの 

■グロービス流「リサーチ」の方法論（専門職大学院）： 

仮説：ビジネススクールは、まだ学術大学院の域を超える新たな専門職育成に
ふさわしい「リサーチ」のあるべき姿を確立できていないのではないか？ 

・要素研究ではなくて、概念設計・組み合わせに重きを置く（イノベーション
は、あるものを組み合わせて作るもの。事例：アップル iPod） 

・論文作成でなくて、カリキュラム開発・ケース作成・教科書（本・サイドリ
ーディング）に重きを置く 

・ジャーナル投稿よりも、育成（教授法を含めて）・対外発信に重きを置く 

■対象・領域： 

・創造と変革 

・日本・アジア的経営 

・志・人間力 

■体制・組織： 

・分野別に先ずは組織化 

・そのうえで、クロスセクション（HBS流イニシアチブ） 

・リサーチ・アシスタントの体制を強化 
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教員はこの方針を原則としつつ、各自の関心/専門領域に基づき、個人ないしグルー
プで研究活動を推進している。2022 年度は、「ソーシャルメディアコミュニケーショ
ン」「オンライン（デジタル）時代におけるコミュニケーション/思考/意思決定」
「デカコーン（創立 10 年以内時価総額 1 兆円）を目指す経営手法～GAFAM との違
いを生み出すサステイナビリティ実現経営～」「サステナビリティ経営の事例研究」
「社員のウェルビーイング」等のテーマに関する研究が行われた。研究成果は、既述
した FG 報告会でも研究科全体に共有されている。 

本学の教育理念にも「数多くの志士を輩出し、日本そして世界に『創造と変革』の
ダイナミズムを生み出し、社会全体の成長に寄与することを使命とする」と明記して
おり、多くの教職員が、社会の成長に寄与する情報発信を積極的に行っている。発信
方法として、論文/書籍に加え、時流にあわせ、社会へ影響力を持つ様々な媒体を活用
している。 

一般のビジネスパーソンが入手しやすい書籍や雑誌は、FG や教員個人がまとまっ
た研究内容を発信する媒体として、積極的に活用している。ヒト・モノ・カネの必修
科目他で教科書としても指定しているダイヤモンド社の「MBA シリーズ」は、1995
年の出版以来 10、累計 160 万部を超えるロングセラーであり、多くの読者に MBA で
学ぶ経営の基礎知識を伝えてきた。他にも、多くの教員が自らの知見をまとめた書籍
を著している。 

2022 年度からは、研究者教員を中心に、Academy of Management、Society for the 
Advancement of Socio-Economics、日本経済学会、サービス学会、情報処理学会等の
学会において、論文の寄稿や講演・口頭発表等を行っている。 

また、ビジネスパーソンが日常的に目にするウェブメディアにも、専門家として多
くの記事を掲載している。グロービスが運営する「GLOBIS 知見録」「GLOBIS 

Insights」も読者が集まるメディアの 1 つであり、本学の教職員が様々なテーマで寄稿
している。 

 
10 本学開学前に発刊したシリーズで、当初は本学の前設置者である株式会社グロー

ビスが執筆していた。 
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5. 管理運営体制 
本学の教育研究（教員人事、カリキュラム、学生の入学、課程の修了、学位の授

与）に関する事項については、学則第 12 条に定める、研究科長を議長とする教授会ま
たはその代議員会によって審議している。 

教員選考のプロセスや教員に求める要件（人格、学歴、教育実績、教育の能力、研
究業績または実務での業績、教育・研究に関する方向性及びグロービス経営大学院大
学との理念の一致等）は「教員選考規程」に定め、「教授会規程」第 10 条に基づく教
授会の代議員会である教員選考委員会が応募者の評価を行う。委員会は「教員選考委
員会規定」に基づき、教員の選考・任用に加え、昇格・免職・配置・評価について
も、適切に審議している。専任教員の教授、准教授、講師という職位ごとの資格要件
は「専任教員の資格要件表」に定めており、教員選考委員会はこれに則り、採用、昇
格等の判断を行っている。専任教員の評価項目は、「専任教員の評価基準に関する方
針」にも定め、公正で厳格な評価に努めている。 

これらの規程は、教員用のマイページに明示している。 

教員の募集 
教員募集は、研究科長が翌年度の専任教員の採用計画を立て、経営会議に付議し了

承を得た上で実施する。応募者の一次受付は、本学の教職員募集・採用業務を委託す
る株式会社グロービスにて行う。応募者の選考は、教員選考委員会が本学の理念・目
標・将来計画に沿って行う。教員選考委員会は「教員選考規程」「専任教員の資格要
件表」にしたがい、書類・面談・模擬授業等の結果をもとに応募者を評価し、選考結
果を研究科長へ報告する。研究科長が経営会議に付議し了解を得て、任用が決定す
る。 

教員として不可欠である教育上の指導能力を適正に評価するため、教員選考委員会
においては、ファカルティ・ディベロップメント（FD）担当長をその委員会の長とし
ているほか、評価の基準にも明示的に教育上の指導能力項目を加えている。この指導
能力とは、研究者教員・実務家教員を問わず、本学独自のケースメソッドによるディ
スカッション中心の授業を実施し、学生に気づきを与えられるような授業を展開する
能力を想定しており、トレーニングなくして身につかないものである。採用時点で
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は、学生との対峙に慣れていない実務家教員であっても一定の水準を求め、採用決定
後は、登壇前に FD 担当による個別ないしグループでのトレーニングの機会を必ず設
けることで、指導能力の向上を図っている。なお、本学では、兼任教員として経験を
積んだ後に専任教員として任用される教員が多い。兼任教員としての登壇前にも、上
述のようなトレーニングを積んでいるため、専任教員の任用時点では、十分な指導能
力を備えている。 

教員の昇格に際しても、任用時と同様、教員選考委員会が「専任教員の資格要件
表」「専任教員の評価基準に関する方針」に従って審議し、結果を研究科長に報告し
ている。 

教員の評価 
教員の評価は、年に 1 度、各教員が立てた目標（①学校法人グロービス経営大学院

の経営方針やグロービス・ウェイの実践度、②教育、③研究、④学校運営、⑤その他
社会的活動）の達成度合いに基づき行う。研究科長またはファカルティ・ディベロッ
プメント担当長、あるいは両名協議の上指名するものが評価を担当し、教員への個別
フィードバックを行う。 

②教育活動の評価は、既述の 3 カ月ごとの学生アンケート評価や FD 担当による授
業観察結果も勘案して行う。 

③研究活動の評価は、既述の「グロービス経営大学院における研究の考え方（方
針）」に照らし合わせ、目標の実践度合いを評価する。 

⑤社会的活動の評価は、本学の「社会連携・社会貢献に関する方針」に基づき、
MBO で定めた目標の実践度合いを評価する。この方針には、「ビジネスを通じての
社会貢献」「自己実現の場の提供」「理想的な教育システムの実現」「地域社会への
貢献」の 4 項目を挙げている。例えば、後述の「現場知」活動は、最終的には各自の
研究活動の成果として、ビジネス誌など各種媒体への発表、連載、ケース開発、学会
での発表などとして発信していく。そのような発信を通して、ビジネス界へ知見を還
元し、ビジネス界を活性化していくという形の社会貢献につながると判断される。 
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「現場知」活動の支援 
本学で「現場知」と呼ぶ「ビジネスの現場で何が起きているのかを深く/広く知り、

そこから実務家にとって有用な知恵・知識を生み出す」ことは、実践性を重視した教
育を提供する上で非常に重要である。 

本学では、研究者教員・実務家教員を問わず全教員にビジネスの実務経験があり、
経験を通じて得た知見を教育に生かしている。教員がこれらの現場知をさらに拡大す
ることを目的に、現場知活動を推奨し、評価にも組み入れている。 

各教員には、自身のこれまでの実務経験を棚卸した上で、企業の社外役員やアドバ
イザーへの就任などの新たなビジネス現場に触れる機会を充実させることが推奨され
る。この現場知活動の成果は、新しい分野の科目へ登壇する際にも考慮される。これ
までの現場知活動の実例として、社外取締役に就任し企業の意思決定の現場経験を得
たり、企業や組織の活動を評価して今後に向けた提言を行ったり、企業内における課
題への取り組みについて、社員へのインタビューやリサーチを行って成功・失敗の要
因を考察するなどが挙げられる。また、ただ実務に触れるだけではなく、新たに得た
知見を広く通用する「実践の理論」にまとめ、書籍やビジネス雑誌等の各種媒体での
発表、ティーチングマテリアルの作成、学会での発表等、社会へ発信する活動までを
求めている。 

FG 所属の専任教員は、FG リーダーと相談のうえ、各自の課題意識や研究上の関心
に基づいて現場知活動の内容や手法を決定する。MBO で現場知活動の目標や成果に
ついて話し合ったうえで、1 年間取り組んでいく。 

なお、「現場知」活動の範疇に含まれず評価の対象とならない活動であっても、一
定の条件のもと副業を許可しており、教員が視野を広げ、新たな価値を生み出す支援
をしている。 

カリキュラム改訂時の授業支援 
新しいカリキュラムを導入したり、既存カリキュラムの教材（ケース）や取り扱う

学習テーマを変更する際には、授業を担当するすべての教員に対し、導入/変更の意図
や目的、ラーニングポイントや標準的なティーチングプラン等を共有し、教員の教育
活動を支援している。 
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FG は、管轄する科目群の教授内容およびティーチングマテリアルの設計・管理
や、当該科目を担当する教員の授業サポートに責任を負う科目担当責任者をそれぞれ
配置している。第 3 章「良いカリキュラム」で詳述するが、カリキュラム変更や新カ
リキュラム開発は科目担当が中心となって進めている。 

FD 担当長を長とするカリキュラム委員会でカリキュラム変更が決定したら、科目
担当責任者は、授業を担当する教員を対象とした勉強会の実施やティーチングマテリ
アルの配付を行う。変更の意図や目的、具体的なラーニングポイントやティーチング
プラン等の詳細を共有することで、教員の授業準備を支援している。必要に応じ、他
教員の授業を見学する手配（授業動画の閲覧も含む）等も行う。 

新任教員の支援 
新任の専任教員を対象に、学校の教育理念や中長期のビジョン、専任教員に求めら

れる行動・考え方や、学生との関わり方、研究費の取り扱いなどを説明するオリエン
テーションの機会を設けている。研究科長および事務局長が担当する。なお、教育や
研究の具体的な内容に関する案内は、所属する各 FG が担っている。 

学校と教員のコミュニケーション機会の充実 
2020 年度より、少人数でカジュアルに参加できるランチ会を企画し、研究科長/副

研究科長とざっくばらんな雑談や意見交換ができる機会を設けている。参加した専任
教員からは、他 FG が管轄する科目のラーニングポイントに関する質問や、オンライ
ン授業終了後の学生との懇親会における悩みなど、全体のオリエンテーションや FG
ごとの授業サポートの場では相談しづらかった課題なども共有され、研究科長から学
校としての考え方を丁寧に伝えることができた。 

教職協働と職員の能力開発 
本学では、教職員が協力して学校を運営する文化が根付いている。学生募集・入

試・経理・施設管理・学生相談等を担う事務組織は、機能ごとにチームに分かれて業
務を行っているが、専任教員が当該チームのリーダーとして業務遂行の責任を負うこ
とも少なくない。各チームの責任者が集まり隔週に 1 度開催する運営会議では、教員/
職員の区別なく、学校運営に関する意見交換を行っている。 
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教員による研究内容の発信ばかりではなく、学校の活動を広く社会へ届けるため、
情報収集や日常のコミュニケーションツールとして多くのビジネスパーソンが利用す
る Twitter、Facebook、LINE、YouTube、LinkedIn などの SNS は、教職員が公式ア
カウントを設けて情報発信に活用している。各 SNS の特性を活かし、公開セミナーや
オープンキャンパス等のイベント情報を発信する他、過去セミナーのアーカイブ映像
やビジネスパーソンに役立つ知識等を掲載している。学長や研究科長も個人アカウン
トを設け、多くのフォロワーに対し、積極的に情報を発信している。この他にも、ラ
ジオ番組「グロービスみんなの相談室」や音声メディア「Voicy」など、新しいメディ
アも効果的に活用し、社会への発信力を高めている。 

また、本学の茨城水戸・特設キャンパス 11は、水戸市における地方創生活動である
「水戸ど真ん中再生プロジェクト」12に端を発しており、キャンパスを運営する職員
が中心となり、地域の地方創生活動に取り組んでいる。2023 年 1 月に茨城県が設置し
た「茨城県リスキリング推進協議会」13には学長の堀が委員として参画しており、第 1
回会議には、本学の茨城・水戸特設キャンパスリーダーが参加し、茨城県における産
業の生産性向上を実現するための意見交換を行った。このように職員が積極的に学校
運営に関わるために必要な能力を向上させるべく、能力開発の機会も多く設けてい
る。 

まず、本学が経営に必要な能力開発を行う経営者育成の教育機関であるため、職員
が自ら本学で履修し、継続的に能力開発を行うことを奨励している。職員による履修
の際は、学費（入学金及び受講料）の四分の三程度を補助するなどの制度を整えてい
る。この履修により、職員は自身の経営能力開発はもちろんのこと、本学のカリキュ
ラムや科目、サービス内容にも精通することで、学生からの各種相談や教育プログラ
ムの設計、研究開発サポートといった職務に直接役立てることができる。 

 
11 https://mba.globis.ac.jp/campus/mito/ 

12 https://mitoproject.jp/ 

13 https://www.pref.ibaraki.jp/sangyo/rodo/jinzai/reskilling/reskilling.html 

https://mba.globis.ac.jp/campus/mito/
https://mitoproject.jp/
https://www.pref.ibaraki.jp/sangyo/rodo/jinzai/reskilling/reskilling.html
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また、職員の専門性をさらに高めることを目的に、一定以上の職位の資格要件とし
て、修士号の取得を義務付けている。希望する職員には、経営教育に資する各種教育
プログラム（海外で実施するプログラムを含む）も、選考のうえで参加を認めてい
る。これらの費用についても一定の支援制度を設けている。さらに、修士号を取得し
た職員には FG に参加することを認め、教員のサポートをしながら教育研究活動に取
り組み、教育研究活動を深く理解するとともに教員としてのキャリア開発の機会も提
供している。 

2021 年 3 月には、開学 15 周年イベントの一環で、学長による教職員向けセッショ
ンの機会を設けた。本学は、構造改革特区制度を利用し、株式会社グロービスがゼロ
から設立した大学院大学である。開学以来学長を務める堀が、15 年の歴史や様々な変
化の裏にあった思い、今後の展望などを語り、教職員からも多くの質問を行い、親密
な対話を行った。 

III. 良いカリキュラム 

1. ディプロマ・ポリシー（学位授与方針) 
学則に定めた目的を実現するため、教育理念である 3 つの場の提供を通じて、多く

の「創造と変革の志士」（Visionary Leaders）を輩出するべく、本学は原則として 2
年以上のビジネス経験がある学生を対象とした大学院大学とし、経営研究科経営専攻
に修士課程（専門職）を設置し、「経営学修士（専門職）」「国際経営学修士（専門
職）」、いわゆる MBA（Master of Business Administration）の学位を付与する学位
プログラムを提供している。  

パートタイム＆オンライン MBA プログラム（日本語）、パートタイム＆オンライ
ン MBA プログラム（英語）の 2 コース（プログラム）は、いずれも夜間・土日に授
業を実施するパートタイムの教育課程で、修了者へ「経営学修士（専門職）」
「Master of Business Administration」の学位を授与する。フルタイム MBA プログラ
ム（英語）は、平日昼間に授業を実施する 1 年間の教育課程で、「国際経営学修士
（専門職）」「Master of Business Administration」の学位を授与する。 



22 

 

 

それぞれのディプロマ・ポリシー（学位授与方針）は、下記の通りである。 

(1)  経営学修士（専門職） 
本学は、日本とアジア社会の「創造と変革」を担う志高き「リーダー」（創

造と変革の志士）を育成することをミッションとしています。 

このミッションの実現を意図して編成されたカリキュラムにおいて所定の単
位を修得した結果、社会に「創造と変革」をもたらすリーダーとして活躍でき
る状態に到達することを求めています。 

具体的には、環境変化が激しく前例のない困難な局面において、高い志をも
って、素早く問題の本質を見抜き、問題解決の方向性を「自らの頭で考え」、
それを「周囲にわかりやすく伝え」、「周囲の人に動いてもらう」力であり、
これらが達成されたことに対して経営学修士（専門職）の学位資格を与えるも
のです。 

(2)  国際経営学修士（専門職） 
The mission of the university is to develop highly motivated business leaders who 
will be a source of creation and innovation. 

Students are expected to acquire the required credits in a curriculum designed to 
achieve this mission, and as a result, to reach a state where they can play an active 
role as business leaders who create and innovate societies. 

In addition, we expect students to gain a deep understanding of Japan through a 
year of intensive study at the Tokyo campus in English, and to acquire the qualities 
of business leaders who can be active in Asia and around the world. 

Specifically, students gain global perspectives and a sense of mission, as well as 
the ability to quickly perceive the true nature of a given issue, think by themselves 
about the direction of change required, and communicate this effectively to drive 
people into action, even in rapidly changing and unprecedented environments. 
These are broad business skills that enable students to envision dreams and take 
on challenges even in entirely new fields. 
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The degree of Master of Business Administration is conferred to students who 
have achieved these goals. 

これらの学位授与方針は、本学のウェブサイト（日本語、英語）や募集要項にそれ
ぞれ明記し、学生への周知を図っている。 

2. カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成・実施方針） 
ディプロマ・ポリシーに定める、「素早く問題の本質を見抜き、問題解決の方向性

を『自らの頭で考え』、それを『周囲にわかりやすく伝え』、『周囲の人に動いても
らう』力」とは、思考力とコミュニケーション力とも言い換えられる。本学では、
「理論と実践を融合した能力開発の場」「生涯にわたる人的ネットワーク構築の場」
「自らの志と生き方（キャリア）を見つける場」の 3 つを提供するという教育理念に
基づき、思考力・コミュニケーション力を向上させ、高い志を醸成し、良質の人的ネ
ットワークで繋がった多くの創造と変革の志士を育む、正課・正課外の教育カリキュ
ラムを提供している。  

各プログラムのカリキュラム・ポリシー（教育課程の編成・実施方針）も、本学の
ウェブサイト（日本語、英語）にそれぞれ明記し、学生への周知を図っている。 

なお、2019 年度に受審した「大学認証評価」において、改善課題として、カリキュ
ラム・ポリシーに教育課程の実施に関する基本的な考え方（ケースメソッドを主要な
教育方法として採択する方針）を明示するようご提言いただいた。カリキュラム委員
会を中心に検討を進め、2020 年度に全てのプログラムのカリキュラム・ポリシーの改
訂が完了している。 

3. カリキュラムの特徴 

(1)  カリキュラムの構成 
カリキュラム・ポリシーに基づき、教育課程を以下のように体系的に編成してい

る。 
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パートタイム＆オンライン MBA プログラム（日本語） 

 
※ 科目名の前にある数字は、修了時に付与される単位を表す 
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パートタイム＆オンライン MBA プログラム（英語） 

フルタイム MBA プログラム（英語） 

 
※ パートタイム MBA プログラム（英語）とフルタイム MBA プログラム

（英語）のカリキュラムマップは、原則として同一である。パートタイムのプ
ログラムでしか提供していない科目も、フルタイムの学生が希望すれば履修で
きる仕組みとしている。ただし、Research Project や Internship（Integrated 
Learning Program）など一部の Special Courses の科目は、科目特性上、履修で
きる学生を当該プログラムに限定している。 

上記の通り、日本語と英語の各プログラムのカリキュラムは、原則として同一構造
である。ただし、「日本」と「世界」で学習テーマの文脈や学習者のニーズが大きく
異なったり、テクノベート特別講座のように最先端のテーマを取り扱う上で、提携先
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企業・教員の専門分野上、一方の言語でしか提供が難しいような場合は、例外的に、
各言語プログラムの独自提供科目を設定している。 

「基本」「応用」「展開」の 3 レベル構成 
カリキュラム・ポリシーに則り、各授業科目を「基本」「応用」「展開」という 3

レベルの科目群に分け、学生が段階を踏んだ学習を進められるようカリキュラムを組
成している（カリキュラムマップ上の縦軸に相当）。「基本」及び「応用」科目群で
基本的な知識や能力を修得した上で、「展開」科目群では、各学習領域における学び
を統合して活用し、難度の高い経営課題や最新の課題に取り組む構成である。 

 【基本・応用】6 つの学習領域 
「基本」「応用」科目群は、「人事組織」「マーケティング・戦略」「会計・財

務」「思考」「志」「テクノベート」という 6 つの学習領域に科目を整理し、学生が
体系だった学習を進められるようにしている（カリキュラムマップ上の横軸に相
当）。 

このうち、「人事組織」「マーケティング・戦略」「会計・財務」の 3 領域は、世
界の MBA プログラムに共通する内容であり、経営資源の 3 要素であるヒト・モノ・
カネに関する能力を体系的に修得することを目指すものである。 

これらに加え、「創造と変革の志士」を育成するための「思考」「志」「テクノベ
ート」というユニークな学習領域を設けている。「思考」領域は、ディプロマ・ポリ
シーに謳う、素早く問題の本質を見抜き、問題解決の方向性を「自らの頭で考え」る
力の涵養を目指す。「志」領域は、環境変化が激しく前例のない困難な局面におい
て、ビジョンを描き、信念に基づいて意思決定し、周囲をやる気にさせ、創造と変革
を成し遂げるために必要な自らの志を醸成することを目指す。「テクノベート」領域
は、最先端のテクノロジーを理解しイノベーションを生み出す新時代の社会の創造と
変革を導くリーダーの育成を目指す。 

「基本」科目群は、この 6 つの各学習領域において、基本的な理論やフレームワー
ク等を学び、ケースメソッドによる意思決定のトレーニングを繰り返し、経営を考え
る際の思考方法やスキルの土台を築いていく。「応用」科目群は、同じくケースメソ
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ッド方式により、各学習領域をさらに掘り下げ、より専門的な経営知識やスキルを学
び、複雑な経営上の課題の解決にも取り組める応用力をつけていく。 

【展開】「創造」「変革」「Japan/Asia/Global」の各領域と「特別講座」 
「展開」科目群においては、それまでに身につけてきた領域別の体系的な知識・ス

キルを総動員し、さらに複雑で難度が高い課題を取り扱う。「基本」「応用」科目群
のような、レベル別・学習分野別の 6 領域ではなく、テーマ別に 3 つの学習領域を設
け、学生が自身のキャリアプランや関心に合わせ、授業科目を選ぶことができる構成
としている。具体的には、ユニークな発想でゼロベースから革新的なものをつくり上
げる「創造」領域、既存のものを変化させ、成長させる「変革」領域、ビジネスのグ
ローバル展開を目指す「Japan/Asia/Global」の合計 3 領域である。 

また、開講形態に特色がある「特別講座」も展開科目群に属する。 後述の通り、
「特別講座」以外の科目群は、原則として複数クラスを開講して振替制度を完備し、
担当する全ての教員が全てのクラスで同じ学習テーマを取り扱うように授業を設計し
ている。本科目群はそのような複数クラスの開講を前提とせず、最先端のビジネス知
を持つ企業や専門家と協業し、当該分野/隣接分野の研究に携わる本学のプログラム担
当教員がサポートして、時代の趨勢に即したエッジの効いた科目を、実験的な要素も
取り込みつつ、高い自由度で設計して提供している。 

【展開】研究プロジェクト 
展開科目群には、上記 3 領域に加え、「研究プロジェクト」「Research Project」

（3 単位：選択科目）を設けている。この科目は、教員の指導の下、実際の企業活動
について調査し、ケース（企業事例）とそのティーチング資料、研究論文、ビジネス
プラン、分析レポートのいずれかのアウトプットをまとめ上げることを求める。プロ
ジェクトを通して、それまでに身につけた仮説・検証の知識やスキルを実践する機会
となっている。学生のアウトプットを元に本学で研究を重ね、これまでに『志を育て
る』（東洋経済新報社 2011）、『創業三〇〇年の長寿企業はなぜ栄え続けるのか』
（東洋経済新報社 2014）、『これからのマネジャーの教科書』（東洋経済新報社 
2016）、『名探偵コナンに学ぶ ロジカルシンキングの超基本』（かんき出版  2014 台
湾に於いて翻訳版も発刊）、『「人的ネットワーク」づくりの教科書』（東洋経済新
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報社 2022）等の書籍を刊行してきた。また、「アカウンティングⅡ（管理会計）」科
目では、2020 年度、教材として使用するケースを本科目の研究成果を発展させ作成し
たものに変更した。他にも、株式会社ユーグレナや味の素グループの事例を用い、
CSV（creating shared value、2011 年に Michael E. Porter が提唱した競争戦略の概
念）をテーマに議論できるケースの作成など理論と実践の架橋を意識した研究成果を
あげている。   

(2)  カリキュラムの特徴 
ビジネス環境が変われば、求められる能力も変わる。本学は、教育理念やポリシー

に則りつつも、常に次代を見据え、カリキュラムを進化させ続けてきた。後述の通
り、毎年度、課程修了時に実施する卒業時アンケートの定量的・定性的な分析や
Student Association が提出した意見、実務家教員によるビジネスの第一線の動向等に
基づき、カリキュラムの見直しを図っている。2022 年度のカリキュラムには、以下の
ような特徴がある。  

すべての科目で思考力/コミュニケーション力を鍛える 
昨今のような変化の激しいビジネス環境においては、前例のない問題に直面する機

会が多々訪れる。こうした状況下において、ビジネスリーダーに求められるのは、素
早く問題の本質を見抜き、これまでの経験に縛られず自らの頭で、戦略や解決策を考
えられる力である。加えて、考えた内容を周囲の人に分かりやすく伝え、理解・納
得・共感してもらい、動いてもらうコミュニケーション力も必要になる。 

「4.教育方法の特徴」で詳述する通り、本学では、すべての科目において、ディス
カッション中心の授業を提供している。その理由は、「自らの頭で考え抜く力」「自
分の考えを分かりやすく伝える力」を鍛えるためである。カリキュラムマップに「思
考」という学習領域を明確に設け、「クリティカル・シンキング」「ビジネス・プレ
ゼンテーション」「ファシリテーション＆ネゴシエーション」といった「思考力」と
「コミュニケーション力」のベースとなる能力を磨く科目も提供している。 
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志を醸成し高い倫理観を養う 
ビジネスの現場では、簡単には乗り越えられない壁に何度も直面する。ときには、

四面楚歌の状況に追い込まれ、自らを見失いそうになることもある。そのような状況
に陥っても、人生をかけて追求すべき「志」をつかめていれば、決して諦めることな
くチャレンジを続けることができるはずである。 

本学は、揺るがない「志」と高い倫理観を備えたリーダーを育成するため「志」の
学習領域を設置している。例えば、「リーダーシップ開発と倫理・価値観」という科
目では、自己のリーダーシップスタイルを振り返り、自らの課題を理解した上で必要
な能力開発に取り組む。「企業家リーダーシップ」では、代表的な企業の創業者や変
革者などのケースを通じ、企業家の信念の源とは何か、創造と変革に伴うリスクをど
う克服するのかなど、リーダーの内面に迫っていく。最終回の授業では、パーソナル
ミッションを授業中に発表、その実現に向けて決意表明を行う。  

「創造と変革」を実行する力を養う 
経営において最も難しいのは、ゼロから何かを生み出していく「創造」と、停滞状

態にある既存のものを進化・成長させていく「変革」である。本学では、社会に「創
造と変革」をもたらす人材を輩出するというミッションのもと、ベンチャー企業の創
業期や新規事業立ち上げ時、事業再生や組織変革の実行時に直面する課題にフォーカ
スした科目を揃えている。 

創造系の科目では、起業や新規事業立ち上げを志す学生が、現場で直面する課題を
具体的にイメージできるように、グロービスのベンチャー・キャピタル部門の投資先
の経営経験をもとに作成したケースも織り交ぜながら議論していく。変革系の科目で
は、組織を変革に導くことを志す学生が直面するであろう現場での様々な障害を、ケ
ースを通じて追体験していく。それらを乗り越えるために「何を考え、どのような行
動を取るべきか？」を企業再生の現場を経験した教員たちと徹底的に議論していく。  

新時代を切り拓く力を磨く（テクノベート） 
あらゆるビジネス領域においてテクノロジーへの理解が必要不可欠な時代に、最新

のテクノロジーを理解し、イノベーションを起こすことができる新時代のリーダーに
必要な能力を磨くための科目を「テクノベート」領域として提供している。 
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2018 年 4 月からはデジタルハリウッド大学大学院との単位互換も開始し、ビジネス
とテクノロジー両方の知識と視点を持ち、社会で活躍できる人材をより多く輩出する
ため、テクノロジーを理解しイノベーションを創出する「テクノベート」人材の育成
を加速している。  

教育理念に基づき提供する正課外の活動 
カリキュラムマップに掲載した正課の授業以外にも、教育理念に掲げる「生涯にわ

たる人的ネットワーク構築」「自らの志と生き方（キャリア）を見つける」を実現す
るため、おもに「能力開発」を担う正課の授業以外にも多くの仕掛けを用意し、学生
を支援している。 

「志」は、多くの優れたリーダーの志に触れることで研ぎ澄まされる。優れたリー
ダーに触れる機会として、「あすか会議」「学長セッション」の他、田坂広志特任教
授による特別セッションなどを定期的に開催している。 

「あすか会議」（ASKA＝Assembly for Synergy, Knowledge and Ambition）は、本
学の教育理念である能力開発・ネットワーク・志を培う場を継続的に提供する為に開
催する、経営者、学者、政治家、メディアなどのトップリーダーと本学の学生（在校
生・卒業生）および教員が一堂に集う合宿型のカンファレンスである。目的は、それ
ぞれ「授業や教材からだけでは学べない、最先端の経営知を得る」「参加者同士が心
ゆくまで語り合い、真に交流を深める」「経営学以外の領域や様々な参加者と触れ、
自身を顧み、未来を考える」と表現される。2005 年に奈良県飛鳥にて第 1 回を開催
し、第 18 回目となる 2022 年のあすか会議は、約 1,500 名の参加者が京都に集った。
学生は所属するプログラムやキャンパス、入学年度を越えて交流し、新たなネットワ
ークを広げる機会となっている。新型コロナウイルス感染症の拡大により、2020 年
度、2021 年度はオンライン形式にて開催。2022 年度は 3 年ぶりに対面形式で開催で
き、感極まって涙を浮かべる学生も出るなど、参加者の大きな感動と熱量を生み、大
きな成功を収めた。 

英語のプログラムでは、学長の堀が代表理事を務める一般社団法人 G1 が主催する
国際カンファレンス（経営者、グローバルリーダーが集まる G1 Global 
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Conference14）に在校生は特別料金で参加することができ、講演やパネル、ランチセ
ッション等を通じて、在校生の志の醸成を図っている。2022 年度は、オンラインとの
ハイブリッド形式でカンファレンスを開催し、260 名以上が参加した。本学からは 48
名の在学生・修了生が参加した。 

また、仲間の「志」を知り、それに刺激を受けて自らの「志」の実現のために動き
出し、同時に仲間の「志」の実現のためにも動く、仲間とともに成長していく、とい
うカルチャーも大切に育んできた。仲間と出会い、切磋琢磨し合える関係を作る場と
して、学年・セクション活動 15や、「学長セッション」「1 年次振り返りセッショ
ン」「2 年次コミットメントセッション」、学校が公認して施設貸出等のサポートを
行う「クラブ活動」などの機会を設けている。 

セクションは、本学のコミュニティの中心となる機能である。セクションごとに
「セクションの日」を決めてメンバーが定期的に集まったり、セクション内に Study 
Group という 5～6 人の小グループを組成し、近況報告や悩み・不安など、学生生活
を送るにあたり感じていることを話し合うなど、仲間との繋がりを深める施策を推奨
している。また、全キャンパスのセクションリーダーが集まるセクションリーダー会
を半年に 1 度開催し、より良いセクション活動を実施できるよう支援している。クラ
ブ活動は、学生がリーダーシップを発揮し、社会の創造と変革に寄与するテーマで自
主的に活動するもので、テーマを決めて研究に取り組んだり、企業への無報酬型のコ
ンサルティング活動を行うなど、実践的に活動している。授業以外の場で共通の目的
や問題意識を持った同志を見つけ、入学年を越えた仲間と出会い、成長し合える関係
を構築することができるなど、人的ネットワーク構築の場ともなっている。 

2022 年 3 月からは、従来の「互援コミュニティ」に代わる新たな公式コミュニティ
アプリ「G-BASE」（Meta 社が提供する Workplace）を導入し、在校生・卒業生（修
了生）・スタッフ間のコミュニケーションをさらに促進している。 

 
14 https://g1summit.com/g1global/ 

15  1 学年の人数が多いパートタイム＆オンライン MBA プログラムでは、学生を複
数のセクションに分け、セクションごとの活動を推奨している 

https://g1summit.com/g1global/
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2 年に 1 度開催する「あとつぎ会議」は、事業承継に関わる学生が全国から集ま
り、互いの事例を学んだり悩みを相談できる場である。2018 年度には、各キャンパス
で行われている「事業承継者の会」という公認の学生活動をより拡充させ、「全国事
業承継者の会」として、あとつぎ会議が開催されない年に設けることで、事業承継者
の人的ネットワークの広がりを全国規模で支える場を毎年設けることとした。これら
を通じ、地方創生の核となる地方企業を支える次世代のリーダーの育成とキャリア支
援を行っている。 

こうした数々のイベントを通じて、「志」が磨かれ、一生涯、切磋琢磨できる仲間
を得ることができる。 

ビジネス界の最新情報を取り入れたカリキュラム 
本学の教職員と、年間約 2,800 社の企業研修実績のある株式会社グロービスの企業

研修部門のスタッフとの継続的かつ日常的な情報交換から、企業研修を通じて得られ
た企業の経営教育ニーズを経営大学院のカリキュラムの改善へ反映するよう、取り組
んでいる。例えば、株式会社グロービスは、トヨタ自動車、花王、オムロン、イオン
等の企業研修において、受講者がグローバル化に挑む際の自社の課題を分析し、解決
案やグローバル化戦略を立案するプログラムを提供してきた。本学はこの経験から得
られた知見を活用し、【Japan/Asia/Global】領域の「日本・アジア企業のグローバル
化戦略」という科目を開発した。本科目は、グローバル化戦略に関する基本理論に加
えて、組織が持つ能力や出自国から影響を受ける要因も加味した戦略立案の能力を高
める設計としている。題材として取り上げる企業は、メーカーや小売、インターネッ
ト企業、財閥など多様性を保っている。また、日本・アジアから欧米先進国やアフリ
カ市場への進出に際しては、自社が持つ優位性のみならず、国の規制や政治的圧力な
ど非市場的要素にも向き合い、グローバル化する企業の社会的意義についても考察し
ていく。 

また、サイバーセキュリティへの関心が世界的に高まる中、デジタルリテラシーは
専門家だけに求められるものではないという背景を踏まえ、ビジネスの文脈からサイ
バーセキュリティを考察する「Cybersecurity for Business」を英語プログラムの特別
講座として 2021 年 1 月より開講した。Fraunhofer Singapore の AI・サイバーセキュ
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リティ―責任者であるマイケル・キャスパー氏を教員として迎え、本学のプログラム
担当教員と協働して開発を行った。 

加えて、ベンチャー・キャピタル事業を行う株式会社グロービス・キャピタル・パ
ートナーズの投資事業を通じた生きた知恵が、本学の「創造」領域のカリキュラム
や、後述する学生の起業支援プログラムにも反映されている。この他、教材であるケ
ースを作成する段階においても、実際にビジネス界で活躍するビジネスパーソンや経
営者にインタビューを行い、意見、要望をケース内に反映している。科目によって
は、授業にゲストスピーカーとして実務家を招くことも行い、その際に授業への助言
を得るようにしている。 

毎年開催している「あすか会議」は学外から多くの政治家、経営者、学者等を招待
して実施しており、これもビジネス界その他の外部の意見・要望に触れる貴重な機会
となっている。 

4. 教育方法の特徴 

(1)  授業スタイル・提供方法 

ディスカッションを中心とする授業形態 
本学では、全ての科目においてディスカッション中心の授業を提供しているのが大

きな特徴である。また、実際の企業事例を教材に用い、国内外の多くのビジネススク
ールで用いられるケースメソッドという教育手法を多くの科目で採用している。 

ケースメソッドにおいては、ケース(実際の企業事例)を用いて、学生自らが、自身
をケースの主人公と仮定する。その上で、与えられたケースの情報から、①経営環境
を分析し、②真の問題や解決方法を見極め、③仮説を組立て、④戦略につなげる、と
いったトレーニングを繰り返す。本学におけるケースメソッドの本質は、単に企業事
例を詳細に分析して知識やスキルを身につけることではなく、ケースの疑似体験を通
じ、絶対的な正解がない状況におけるビジネスリーダーとしての意思決定の訓練を実
施し、ケース以上に複雑で先が見通しにくい実際のビジネスの現場において、「何を
考えるべきか」を自ら考え合理的な意思決定が瞬時にできるようになることである。
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経営において絶対的に正しい答えがないのと同様に、授業においてもケースの課題に
対する結論はどのようなものでも構わない。大切なことは、経営判断において考える
べき重要な問いは何かを知ること、何をどのように考えていけばよいかという持つべ
き視点と考えるプロセス、またビジネスの様々な現象の裏にある法則や原理を理解す
ること、そして、陥りがちな過ちや実行する際のボトルネックなどの難所を掴むこと
である。これらは、教員から教えてもらうのではなく、学生が「自ら考え、気づき、
学び取る」ことを通じてしか身に付かない。このような訓練を授業で何十回と繰り返
すことにより、学生の思考力やコミュニケーション力は大きく成長し、授業で得た
「知識」が実践で使える「知恵」となる。 

この教育手法は、本学の前設置者である株式会社グロービスのグロービス・マネジ
メント・スクールが、1992 年より実践と検証を積み重ね培ってきた長年のノウハウを
引き継ぎ、発展させ続けているものである。本学は全教員にビジネスの実務経験があ
り、専任教員も実務家教員を主とした構成である。学生に徹底的に考えさせ、深い気
付きを与える授業を構成する上で、このビジネス現場の経験が最大限に生かされてい
る。ケースメソッドによる授業で議論に参加するためには、徹底した予習が前提とな
る。本学における 3 時間の授業とは、議論を通じて、自らの意見やその意見を導いた
思考プロセスが妥当なのか、また考慮すべき点に大きな抜けや漏れは無いのかなどを
確認・修正し、さらにそこから考えを発展させる場としている。予習の段階では、企
業事例を読み込み分析するのみならず、網羅すべき視点や理論について説明した教科
書や論文を予めシラバスで指定し、分析に役立てるよう指示している。学術的な理論
は主に書籍や論文で学び、授業の場では、書籍を読むだけでは身につかない、学んだ
理論を実践に使うための知恵を得るためのトレーニングを実施するという、理論と実
務の架橋教育を意識した教育構成としている。 

なお、初学者向けの「基礎」科目 16では、概念や理論を説明するレクチャーの時間
も設けている。学生は予習の段階で教科書や参考書を読み、解説動画も閲覧して基本

 
16 2020 年度に受審した経営系専門職大学院認証評価において、学生による議論を深

め体系的に教育することが必要な科目において、十分な講義・ディスカッションの時
間の確保が必要という指摘を受け、2023 年度より、「基礎」科目を必修化し、全ての
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的な知識を身につけた状態で授業に参加する。授業では、教員からのレクチャーに加
え、短くシンプルな企業事例を用いたディスカッションを重ねることにより、概念を
より深く理解しスキルを定着させるという、意思決定のトレーニングを実施してい
る。 

また、本学では、クラス全体でのディスカッションのみならず、5～6 人の小グルー
プによるグループディスカッションも多用している。クラス全体の場では発言を控え
がちな学生も、小グループならば発言しやすくなる。グループにより異なる結論に至
った場合には、それぞれの結論を比較してクラスでさらに議論を深めるなど、クラス
全体により活発なディスカッションをもたらす仕組みとしている。予習・授業中・復
習のそれぞれの場で小グループによるディスカッションを繰り返すことで、学生同士
の絆も深まり、教育理念の 1 つである人的ネットワークを強化する副次的な効果も生
んでいる。 

ディスカッションを中心とした授業形態は、各科目の成績評価にも反映されてい
る。科目特性にもよるが、評価点の約半分は発言の質と量に対する評価で決定する。
予習不足で議論に参加できない場合、一緒に議論するグループメンバーに迷惑をかけ
るばかりではなく、学生本人に評価点も加算されない。本学では、クラス内の相対評
価で下位 10％にあたる成績（D 評価または F 評価）を 5 回取得すると懲戒退学になる
制度を導入し、教職員が個別に履修相談等のサポートも実施しているため、多忙な社
会人学生が緊張感をもって授業に参加し、学び続けるモチベーションを維持しやすく
なっている。 

様々な教育手法 
前述のとおり、全ての科目でディスカッションを中心とした授業を提供している

が、ケースメソッドばかりに固執せず、実際のビジネスの現場において実践的に活用
できることを主眼に置き、様々な教育方法も研究・採用している。 

 
学生が基礎知識を身に着けた状態で、ケースを用いた科目のディスカッションに臨め
るよう、準備を進めている。 
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応用・展開科目群で採用しているグループワーク形式の授業形態も、その 1 つであ
る。これは、ディスカッション中心の授業と並行して、3～5 人のグループ単位で 3 カ
月間かけて課題レポートを作成し、最終回の授業では、教員・クラスメイトの前でプ
レゼンテーションをして成績評価を受ける形態である。これにより、「自らの頭で考
え」、それを「周囲にわかりやすく伝え」、「周囲の人に動いてもらう」力を更に鍛
えていく。 

他科目でも、例えば「パワーと影響力」では、ロールプレイや心理学実験を体感す
るゲームなどの教育手法を取り入れている。「テクノベート・シンキング」では、自
分たちでコーディングをすることによって、プログラムの実行可否や効率を確認しな
がらメカニズムを理解する。「テクノベート・ストラテジー」では、デジタル技術が
進化した未来の顧客にとっての価値や、組織や産業が提供すべき価値について考える
個人課題を取り入れ、授業中には個人課題の全体議論を積極的に行っている。「デザ
イン思考と体験価値」では、デザイン思考のプロセスを踏みながら課題の発見・解決
提案に取り組むことにより、柔軟にスピード感をもって再現性の高い課題解決ができ
る手法を身につけていく。「ソーシャルメディア・コミュニケーション」では、実在
するブランドについてソーシャルメディアを活用したマーケティング戦略を立案した
うえで、オンラインシステムを使った実験を通して、ソーシャルメディアにおける人
間の相互作用について考える。 

英語プログラムでは、大学院入学前に日本のビジネス、経済、社会、文化について
3 日間で集中的に学ぶ「Japan MBA Experience」を開講している。また、中国の
China Europe International Business School(CEIBS)およびタイの Chulalongkorn 
Business School(CBS)とそれぞれ協定を結び、相互の学生を 3～5 日間ずつ相手国に派
遣し合い、それぞれの国のビジネスや経済、社会、文化について学ぶ「CEIBS Visit 
Program」「CBS Visit Program」という科目を毎年開講している。2020 年度以降、新
型コロナウイルス感染症の影響により海外渡航を含む講座は一時的に中止せざるを得
なくなったため、学長の堀が地域活性化に尽力している茨城県水戸市にて、地域活性
化と企業やリーダーの役割について学ぶ「Regional Revitalization in Mito with 
GLOBIS」という 3 日間の合宿形式の科目を 2021 年度に新規開講し、2022 年度も継
続開講している。 
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メディアを高度に利用するオンラインプログラム 
2015 年 4 月より、インターネットを活用してどこにいても学習することができるコ

ース「オンライン MBA プログラム（日本語）」を開設した。2021 年 4 月からは、従
来の通学型プログラムとオンラインプログラムを統合した「パートタイム＆オンライ
ン MBA プログラム（日本語）」へと改組し、学生がライフスタイルに合わせ、通学
型とオンライン型を自由に組み合わせて学ぶことができるプログラムとしている 17。 

2015 年当時、インターネット上で誰もが無料で学ぶことができる、非同期型の「大
規模公開オンライン講座（MOOC: Massive Open Online Course、ムーク）」を活用
する教育機関や組織は増えてきていた。しかし、本学のオンラインプログラムは、本
学の特徴だと考えているケースメソッドやディスカッションを中心とする授業方針は
変えずに、教員と学生がリアルタイムで双方向のやり取りをすることで学びを深めて
いく、同期型の「小規模限定オンライン講座（SPOC：Small Private Online Course、
スポック）」方式を採用した。 

2019 年度より授業にはウェブ会議システム「Zoom」を採用している。資料を参加
者に共有する機能や、小グループに分かれて議論するブレイクアウトルーム機能等を
活用し、通学型の授業と同様にディスカッションを中心とした授業を実施している。
当初使用していた Cisco 社「Webex」から「Zoom」への切替や、教員の映像・音声を
配信するカメラ/マイクの設置方法の工夫、ホワイトボードへの板書や資料共有方法の
工夫などに加え、通学型にはないチャット機能や挙手などのリアクション機能も活用
し、オンライン型プログラムの特性を踏まえた教育効果を高める教授方法について、
検証・改善を重ねている。さらに、オンライン型プログラムで得た教育手法に関する
知見を通学型プログラムに取り入れる試みもなされている。 

2020 年 2 月末に、本学の科目等履修生が新型コロナウイルス感染症へ罹患したこと
が発覚し、対策を検討した結果、3 月 2 日より、通学型のプログラムで開催中の授業
を全てオンラインへ切り替えることを決定した。極めて短期間での変更であり、多く
の教職員が準備に奔走することとなったが、オンライン MBA プログラムで積み重ね
てきた知見を活用することで、大きな混乱なく、切替を完了することができた。その

 
17 https://mba.globis.ac.jp/system/hybrid/ 

https://mba.globis.ac.jp/system/hybrid/
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後の緊急事態宣言発令下においても、オンライン型の授業を多数開講することで、学
生や教職員の安全を確保しつつ、学びを継続する環境を提供することができた。 

なお、英語プログラムにおいては 2016 年 1 月にオンライン型の授業の提供を始
め、2017 年 10 月より「パートタイム オンキャンパス＆オンライン MBA プログラム
（英語）」へとコース（プログラム）を改組し、通学とオンラインを併用して学ぶプ
ログラムを開設した。2019 年 4 月より、「パートタイム＆オンライン MBA プログラ
ム（英語）」とプログラム名を変更している。 

また、新型コロナウイルス感染症が拡大した 2020 年以降、政府の方針で日本へ新
規入国できない留学生が予定通りに入学して学習を進めることが難しい事態となって
いた。留学生が多く所属するフルタイム MBA プログラム（英語）では、自国からも
参加可能なオンライン授業を提供していたが、2021 年度に初めてハイブリッド形式
（オンラインと通学の学生が同時に授業へ参加）の授業も開催した。 

振替制度を支える教育プログラムの設計 
後述の通り、学生が登録した授業に出席できない場合、当該授業回だけを別のクラ

スへ出席することを認める「振替」制度を導入している。2021 年度からは、通学クラ
スとオンラインクラス間でも振替が可能となるよう変更した。学生は、東京・大阪・
名古屋・仙台・福岡・水戸特設・横浜特設の各キャンパスとオンラインで開講してい
るクラスの中から、自身の都合に合ったクラスを選んで振替ができるようになり、さ
らなる利便性を提供することができるようになっている 18。 

この振替制度を機能させるためには、同一科目を複数クラス開講する場合でも、全
ての教員が実施する全てのクラスで同一のシラバスを用い、各授業回で取り扱う学習
テーマを統一し、3 カ月間の授業スケジュールや進捗も揃える必要がある。本学でこ
の制度が実現できるのは、当該科目の授業全体を通し学ばせたい学習テーマや授業各
回で取り上げる学習テーマおよび標準的なティーチングプランは、FG が策定したう
えで、登壇する全教員へ共有しているためである。各教員は、FG が作成したティー
チングプランを参照し、適宜 FG のサポートを受けながら、自らの専門に照らしたオ

 
18 https://mba.globis.ac.jp/system/hybrid/ 

https://mba.globis.ac.jp/system/hybrid/
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リジナルのティーチングプランを組み立て、授業を行う。このため、学生が特定の授
業回だけを別教員が実施する別クラスへ振替出席をしても、学習内容が前後すること
なく、順序だった学びを得ることができる。 

少人数のクラス運営 
授業中に小グループを形成してディスカッションを行ったり、教員とインタラクテ

ィブにやり取りしたりする環境を可能とするために、1 クラスあたりの学生数は 40 名
以下（申込 35 名＋振替 5 名）という原則を定めている 19。施設・設備も、最適効率と
なるようクラス規模に応じて使用している。 

その上で、科目特性に応じ各科目の定員を設定しており、例えば「研究プロジェク
ト」は、担当教員の指導のもと学生自身がチームごとにテーマを設定して自らリサー
チを行い、アウトプットをまとめる授業形式であるため、1 クラス（1 教員）あたりの
定員を原則 10 名までとし、教員が必要と判断した場合は、ティーチング・アシスタン
トも配置している。 

本学では、振替制度の利用を前提とし、各科目に複数クラスを開講しているため、
申込学生が極端に少なくディスカッションを通した学習効果が下がることが懸念され
るクラスは、開講の 14 日前までに閉講を決定している。 

これらの施策を通じ、各クラスの申込者数は申込定員の 8 割程度で推移している。 

なお、2020 年度は、新型コロナウイルス感染症への対策により、対面形式での授業
実施が難しい時期もあったが、本学では、一斉休校ならびに緊急事態宣言下において
はオンライン形式の授業への全面切り替え（2020 年 1 月期・4 月期）、宣言解除後
は、対面形式の授業を再開しつつもオンライン形式の授業の割合を増加することで
（2020 年 7 月期以降）、学生が学び続けられる環境を提供してきた。刻々と変わる状

 
19 2020 年度以降は、新型コロナウイルス感染症対策のため、通学型クラスの定員を

28 名に減らして運用していた。2023 年度からは、もとの 40 名の定員へ戻す予定であ
る。 
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況にあわせ、学生へ緊急アンケートを実施し、開講する科目や授業形態は、できる限
り学生の希望に沿うよう調整した。 

通学型のクラス規模は 28 名（申込＋振替の合計人数）に減らし、履修希望者数に応
じて開講クラス数を増やす対応とした為、2020 年度のオンライン形式の授業数は、
2019 年度と比較して 6 倍に増加した。切替直後は、機器や設備、オンライン授業に慣
れた教職員の不足なども見られたが、全学の教職員が協力して学校設備や教員の自宅
からの授業配信に向けた機器類の整備を行い、慣れない教員にオンライン授業の進め
方を伝えてサポートするなどし、徐々に問題は解消した。 

以降も同様の方針で、学生の希望を考慮し、感染症対策を徹底し定員を減らした通
学型のクラスと、オンライン型のクラスを開講している。2022 年度に開講したオンラ
イン型のクラス数は 58％を占め、2019 年度の 15％を大きく上回っている。 

インターンシップ 
フルタイム MBA プログラム（英語）の「Integrated Learning Program -   

Internship」（ILP）は、本学の Corporate Mentorship Program20に参加する協力企業
で、学生がそれまでの学習成果を活用して実際にインターンシップを行うことで、実
践を通じた更に深い学びを得たり、修了後の就職に繋げることを目的とした科目であ
る。課程後半の 6 月上旬～8 月上旬に実施する。 

単位を付与する講座としてのインターンシップでもあるため、講座を担当する教員
や事務局の教職員が学生を手厚く支援している。学校が当該企業と守秘義務他を含む
協定を締結した上、学生には、守秘義務他に関する誓約書に署名し、提出するよう指
導している。科目履修中は担当教員がメンターとして関わり、インターンシップの進
捗確認及び業務遂行上のアドバイスも行っている。事務局でも、インターンシップの
諸条件を確認して労働契約の締結をサポートしたり、当該企業から参加学生へのフィ
ードバックを収集し、学生への指導に活用している。 

 
20 https://www.globis.ac.jp/careers/for-corporate-partners/ 

https://www.globis.ac.jp/careers/for-corporate-partners/
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また、ILP 履修前の課程前半で、就職に関するワークショップを実施したり、パー
トタイム MBA プログラムの学生・卒業生（修了生）とのバディ・システムと呼ぶ仕
組みを組織するなど、インターンシップや課程修了後の就職をサポートしている。 

(2)  学習支援 
本学の学生は、全員が原則として 2 年以上のビジネス経験がある社会人であり、仕

事を続けながら学業を修められるパートタイムの 2 コース（プログラム）か、学業に
専念できるフルタイムの 1 コース（プログラム）のいずれかに所属している。パート
タイムのプログラムは、仕事を辞めずに学業と両立する学生が大半を占め、フルタイ
ムのプログラムは、仕事を辞め留学生として来日して学ぶ学生も多い。このように多
様な社会人学生の特性を鑑み、先に述べたカリキュラムによる教育の効果を最大化
し、学生が「創造と変革の志士」として課程を修了し社会で活躍するため、様々な学
習支援策を講じている。 

学生に配慮した時間割 
パートタイムの 2 プログラムは、180 分（90 分授業の 2 コマ相当）×6 回の授業を

2 週間に 1 度、計 6 日間実施し、3 カ月で 1 科目が終了する。4 月期・7 月期・10 月
期・1 月期という 4 タームの授業期間を設け、学生は自身の状況にあわせ、期ごとに
授業を選んで履修する。授業時間は、平日夜間（19：00－22：00）、土曜日（10：00
－13：00、14：00－17：00、18：00－21：00）、日曜日（10：00－13：00、14：00
－17：00）のいずれかの時間割とし、社会人学生が仕事と学業を両立できるように工
夫している。 

フルタイムのプログラムは、1 年間の標準修業年限で集中して学ぶカリキュラムと
しており、平日昼間（10：00－13：00、14：00－17：00）に 180 分（90 分授業の 2
コマ相当）×6 回の授業を 1 週間に 1 度、計 6 日間実施し、1.5 カ月の Module で 1 科
目が終了する。1 年間に Module 0 から Module 7 までの授業期間を設けている。 

いずれのプログラムにおいても、科目特性により、180 分×4 回の科目や、連続し
た日程で集中的に授業を行う科目、2 期にわたって長期的に取り組む科目等も存在す
る。 



42 

 

 

標準修業年限である 2 年ないし 1 年の大まかな授業開講計画は、入学時にウェブペ
ージで公開している。開講の約 5 カ月前に各開講期の履修登録を開始する時点で、具
体的な全日程を決定し、ウェブで学生に明示している。 

開講スケジュールの策定にあたっては、所属学生数が多いパートタイムのプログラ
ムは、年間に各科目複数のクラスを開講し、週末クラスと平日クラスや通学型とオン
ライン型をバランス良く配置し、社会人学生が自身のライフスタイルに合わせて履修
計画を組めるよう配慮している。この他、前年までの科目ごとの履修実績に応じた開
講クラス数の調整や、所属する学生数が少ないキャンパスでの開講科目・開講曜日の
調整など、学生のニーズに応じ、きめ細やかな時間割の調整を行っている。 

適切な学習量の設定 
既述の通りカリキュラムマップを領域別・レベル別に構成することに加え、より順

序立った学習が進められるよう、各科目には「事前受講推奨科目」と「事前取得単位
数」を設定し、ウェブページや学内ポータルサイト「マイページ」21内で明示してい
る。これにより、学生の適切な履修を支援するのと共に、限られた授業時間内で、学
生本人やクラスメイトの学習効果を最大化する効果も見込まれる。「事前受講推奨科
目」は、学生の実務経験によって推奨度合が異なるため、必須とはしていない。「事
前取得単位数」は全学生に共通する内容なので、条件を満たさない場合はマイページ
からの科目登録に制限がかかり、学生自身が誤りに気付いて履修計画を修正できる仕
組みとしている。 

また、修了要件単位が 36 単位であるパートタイムの 2 コース（プログラム）は、年
間に履修できる単位数の上限を 24 単位と定め、学生がマイページから科目を申し込む
場合にも、開講期ごとに最大 5 科目（最大で 7.5 単位）しか登録できないよう制限し
ている。これ以上の履修を希望する場合には、事務局へ個別に相談し、履修計画や学
習量等が適切であると判断されない限り、追加履修が認められない。授業 1 回あたり
で推奨している予習時間は 5～10 時間程度であり、相対評価で下位 10％の成績を 5 回

 
21 学生が履修登録や成績照会、アンケート回答、イベント申込や会議室予約、事務

局への問い合わせ等をワンストップで行える専用のウェブサイト 
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以上取得すると懲戒退学の対象となる制度も設けているため、年間上限に近いペース
で履修する学生は極めて稀である。 

フルタイム MBA プログラム（英語）は、修了要件単位 48 単位に対し、年間取得単
位数の上限を 60 単位に設定している。学生が各学期（1.5 ヶ月の 1 モジュール）にお
いて無理なく履修を進めるためにも、随時履修相談を受け付け、1 モジュール当たり 6
科目程度の履修登録となるように配慮、指導している。 

入学前～直後のオリエンテーション 
入学前に「履修登録説明会」や「入学オリエンテーション」を実施している。 

「履修登録説明会」は、本学の教育理念に謳う 3 つの場のうち「能力開発」に該当
する、大学院において「いかに学ぶべきか？」を考える場として設計し、全ての学生
に参加を推奨している。働きながら通学する社会人学生には、仕事と学業を両立させ
るタイムマネジメントが何より重要であるため、適切な履修計画を立てられるよう、
カリキュラム概要、履修登録の基本的なルールやシステムの利用方法等の説明を事務
局の教職員より行う。履修と仕事の両立を経験してきた在校生や卒業生（修了生）の
パネルディスカッションも実施し、学生それぞれが多様なバックグラウンドや職業
観、学ぶ目的に照らしてどのような履修選択を行うのが最適かを考えるサポートを行
っている。 

「入学オリエンテーション」は、教育理念の 3 つの場のうち「生涯にわたる人的ネ
ットワーク構築」「自らの志と生き方（キャリア）を見つける」に該当する、共に入
学して学ぶ同期生との絆を深める場として設計し、同じく全ての学生に参加を推奨し
ている。2 年間の課程は、正課の科目履修ばかりではなく、既述の学年・セクション
活動やクラブ活動などの正課外活動を通じて得られる様々な経験・気づきや、人的ネ
ットワークにも大きな価値がある。学生がお互いを刺激し合い高め合う良いコミュニ
ティを構築することは、非常に重要である。オリエンテーションでは、先輩学生の体
験談を聞いたり、各自が学ぶ目的や志を同期の前で共有したり、自分たちだけで議論
しセクションの活動方針を決定するなど、より良い学生生活の入口として設計してい
る。 
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長期履修制度 
主にパートタイムのプログラムで学ぶ、多くの働きながら学ぶ社会人学生に配慮

し、長期履修制度を整備している。プログラムは 3 ヵ月単位のクオーター制度を導入
しているため、多忙な社会人学生であるからこそ、入学時に課程修了までの長期計画
を立てた上で、各タームの履修を計画的に進めるよう、前述の履修登録説明会やその
他の機会に指導している。2 年間の大まかな授業開講計画も予めウェブサイトに掲載
し、長期の履修計画が立てやすいよう配慮している。学生はこれらを踏まえて、標準
修業年限の 2 年で修了するのか、長期履修制度を利用し 3 年以上かけて修了を目指す
のか意思決定し、各タームの具体的な履修計画に落とし込んだ上で、作成した履修計
画表を学校に提出している。早期に履修計画を立て計画的に学習を進められるよう、
長期履修制度の申請手続きは入学後 1 カ月以内に行うよう求めている。また、在学中
に環境が変わる等により計画通りの在学期間で修了を目指すことが難しくなった場合
には、修了予定年月の 5 カ月前に長期履修変更申請をすることも認めている。長期履
修は 3 年まで認められ、標準修業年限と合算して最長で 5 年まで在学が可能である。
標準修業年限を越えると、1 年間あたり 267,000 円の学費を徴収する。これらの制
度・サポート体制を通じ、仕事と学業を両立する社会人学生が、自身にとって最適な
計画で課程修了を目指し、収容定員も適切に管理できるよう、工夫している。 

2022 年 5 月 1 日時点では、 2,683 名の在学生のうち、長期履修制度を利用する等に
より、標準修業年限を超えた在学者数は 258 名となっている。また、2021 年度
（2021 年 4 月～2022 年 3 月）の修了生は 1,115 名、うち標準修業年限で修了した学
生は 940 名で、84％を占めている。 

なお、フルタイム MBA プログラム（英語）にも同様の長期履修制度を導入してお
り、標準修業年限 1 年、長期履修 1 年で、最長 2 年の在学を認めている。  

履修計画策定サポート 
学生が履修計画を策定する際は、既述の「履修登録説明会」に参加したり、マイペ

ージに掲載した各種説明資料（履修計画の立て方、履修計画表、登録方法マニュア
ル、スケジュールや注意点など）を参照するなど、各自のキャリアプランに応じて検
討するよう指導しており、個別の相談も教職員が積極的に引き受けている。事務局窓
口は、各キャンパスで授業を実施する時間に準じ、メール・有人チャットで学生の質
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問や相談を受け付けている。この他、マイページ内のコミュニケーションツール「デ
ィスカッションボード」や「G-BASE」、授業後の懇親会の場など、様々な接点を通
して、教職員や同期・先輩後輩の学生仲間へ悩みを相談できる仕組みを整えている。 

時間的な制約が多く、多様なバックグラウンドや職業観を持った社会人学生をサポ
ートするにあたり、本学の教職員は、常に学生に学ぶ目的を意識してもらうことを主
眼に置いている。業務と学業に多忙なとき、学ぶことそのものが目的となってしま
い、何のために学んでいるのか？を見失い、学習意欲が低下してしまうことがある。
これを避けるため、既述した学習サポートだけでなく、学長セッションや学年ごとに
行われる「１年次振り返りセッション」「2 年次コミットメントセッション」、志領
域の科目「リーダーシップ開発と倫理・価値観」「企業家リーダーシップ」の授業な
ど、あらゆる場面において、「何のために学ぶのか？」「学んだことを活かして実現
させたいこと」を意識、喚起する時間を設けている。 

振替制度 
既述の通り、業務やその他のやむを得ない事由によって学生が登録した授業に出席

できない場合、当該授業回だけを別のクラスへ出席し、評価を受けられる「振替」制
度を導入している。特別講座や合宿形式で実施するため途中参加が難しい科目など、
一部の例外的な科目をのぞき、ほぼ全ての科目で本制度を利用することができる。振
替出席をしても、学習内容が前後することなく順序だった学びを得られるよう、既述
の様々な工夫を凝らしている。 

本学は、全国 5 つのキャンパス（東京、大阪、名古屋、仙台、福岡）と特設キャン
パスで授業を実施しており、同一科目の同一授業回であれば、国内のいずれのキャン
パスのクラスであっても振替は可能なので、出張先のキャンパスで授業に参加するこ
ともできる。仕事を続けながらパートタイムで学校に通い学ぶ社会人学生には、振替
制度のメリットは非常に大きい。2022 年度の振替制度の利用率は、約 10％程度であ
る（2023 年 2 月現在）。 

使用教材の工夫 
本学ではケースメソッドを主要な教育手段とするため、ケースと学術的な理論面を

補う良書や論文を教材として使用している。ケースは、ハーバード・ビジネス・スク
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ールを始めとする海外ビジネススクールで使用されている品質が高い教材を厳選し、
本学で日本語に翻訳して使用したり、本学の教員が研究成果に基づいて書き下ろした
りしている。初学者を対象とする基礎科目には、書籍に加え、スマートフォンからも
アクセスできる動画を教材に取り入れ、授業前の予習を効率化している。この動画
は、グロービスで培われてきた学習メソッドを随所に取り入れた、本学オリジナルの
教材である。 

シラバスとこれらの教材一式は、3 ヵ月の授業期間ごとに、初回授業の約 3 週間前
からマイページで配付している。原則として、ダウンロード開始後の変更や追加配付
は行わない（授業のまとめやケースの後日談など、授業後に配付すべき教材を除
く）。市販の書籍や DVD は学生が各自で手配する必要があるが、教材を早い段階で
手軽に入手できることにより、学生が予習時間を確保し、授業の学習効果を高める一
因となっている。 

シラバスの工夫 
各科目のシラバスには、学習の狙いや授業の進め方、履修要件、評価方法・評価基

準と配点、各授業回で学習する内容や取り組むべき課題、提出物などを詳細に記載し
ている。本学の特徴的な振替制度に対応できるよう、全ての教員が実施する全ての授
業でシラバスに即した同一の学習テーマを扱い、同一の指標で学生の成績を評価して
いる。 

本学独自のシラバスデータ管理システムを活用し、他の教材と同様に、初回授業の
約 3 週間前からマイページで閲覧可能となるよう手配し、原則として公開後の変更は
行わない。また、学生には、単位取得に直結する内容なので、必ず事前にシラバスの
評価基準・方法を確認するよう、指導している。 

なお、マイページでは本学で開講する全ての科目のシラバスを閲覧できるため、学
生は科目の履修を検討する時点で当該科目の最新のシラバスを参照し、当該科目で取
り扱う詳細な内容や評価方法等を確認できるようになっている。 

シラバスの策定にあたっては、まずは当該科目分野を研究する FG の開発担当教員
が、カリキュラム委員会の承認を得て学習内容を決定する。その後、コンテンツ開発
サポートに従事する職員や学生課・教務課にあたるグラデュエートスチューデント&
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アルムナイオフィス（GAO）の教職員が、配点や課題の指示内容・提出方法など、学
生がスムーズに学習が進められるように記載しているか、他科目と比較して過不足は
ないかなどをチェックする。全てのチェックが完了したら、他の教材と共にマイペー
ジへ公開し、担当教員・学生へ配付手配を行う。実際に当該科目の授業を担当する教
員のみならず、学内の複数の教職員がそれぞれの視点からチェックすることを徹底し
ているため、シラバスの客観性・実効性が保たれる。 

また、授業を担当する各教員にとって、FG から標準的なティーチングプランを共
有されたうえ、振替制度を使って当該クラスに出席する学生をディスカッションに参
加させ、当該授業回の成績（発言、提出物等）を評価することが求められるため、シ
ラバスの内容を逸脱した授業を行うインセンティブは働きにくい。加えて、学生は 3
カ月間の授業期間に 2 回の定量・定性アンケートに回答するため、授業がシラバスに
則り適切に行われていない場合には、不満の声が寄せられたり、事務局へ相談が入っ
たりする可能性が高い。万が一、学生からシラバスに即した授業が実施されていない
という相談があった場合は、事務局より各科目担当の FG に報告され、FD 担当教員が
当該教員に事情を確認する。FD 担当教員が既述の QA が必要だと判断すれば、該当
教員の授業を見学し、改善のためのフィードバックをする仕組みになっている。 

なお、振替制度により同一のシラバスを複数日程のクラスで使用するため、各回の
授業実施日は、シラバスではなくウェブページで確認できるようにしている。 

(3)  成績評価、単位認定 

適切な単位の設定 
各科目は「講義」「演習」に該当し、180 分（90 分×2 コマに相当する授業を連続

で実施）×6 回の授業時間をもって構成される。授業 1 回あたりの予習時間は、5～10
時間程度を推奨している。学習時間を考慮し、これらの科目は 1.5 単位と定めてい
る。また、科目特性上、180 分×4 回や 90 分×8 回の授業で構成する科目は、1 単位
としている。「特別講座」には、学習内容を踏まえ授業実施期間を長く設定し、3 単
位を付与する「研究プロジェクト」「Integrated Learning Program」等の科目も存在
する。 
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2020 年度に受審した専門職大学院認証評価では、体系的な教育が必要な基礎科目な
ど、科目特性に応じた授業時間および単位設定の検討が望まれるという検討課題の指
摘があった。学内で議論を重ね、学生の十分な学修を担保できるよう、2023 年度から
は基礎科目を必修科目とすることを決定した。 

各科目の成績評価と単位認定 
既述の通り、各科目の評価基準や具体的な評価方法は、必ずシラバスに明記してい

る。評価方法は科目特性によって異なるが、多くの科目は、以下のような枠組みで学
生の成績を評価している。 

まず、「評価対象条件」として、①規定の回数以上の出席、②指定する提出物の期
限内提出を求める。評価対象条件を満たさない場合、成績は「評価対象外」として
「不可」扱いとなる。評価対象条件を満たす学生に対し、授業中の発言に対する評価
（各授業回のディスカッションへの質的、量的な貢献度）と、提出物の評価を、科目
ごとに定める配分で加点し、総合評価点を算出する。総合評価点の合計をもとに、ク
ラス内の相対評価により、A（15%）、B（35%）、C（40%）、D・F（10%）の総合
成績を担当教員が決定する。A～D は「修了」で単位が付与され、F は「不可」であ
る。クラス内で相対的に下位 10%にあたる学生の成績は、担当教員が学生の理解度を
個別に判断し、単位を付与する D に相当するか、不可として再履修を求める F に相当
するか、決定している。学生はマイページにて、総合評価だけでなく、各授業回にお
ける評価素点を授業後に確認できる仕組みを取っている。 

提出物のうち「レポート」は、当該科目の成績評価における重要な要素であり、総
合評価点の配分を高く設定している。提出レポートを踏まえた学生へのフィードバッ
クが最終授業回までにできるよう、レポート評価の期日も学校が定めている。また評
価の際には、点数に加え、当該クラスの出来不出来を踏まえたコメントや、実務にお
いて学びをどのように活かせば良いかなどを述べた総合コメントを必ず記載するよう
求めている。評価確定後、学生はマイページから評価点および総合コメントを確認す
ることができる。 

成績評価の公平性を担保するため、総合評価点と総合成績に矛盾がある場合や、A
～D・F の相対評価の比率が著しく基準を逸脱する場合などは、教員がシステム上で
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成績評価を確定できないよう制限をかけている。このような場合、ファカルティ・コ
ンテンツ担当の教職員が状況を確認のうえ、成績評価に関する学校のグラウンドルー
ルを当該教員へ伝え、シラバスに則った成績評価へ修正を依頼している。 

本学では、特定の授業回だけを別クラスへ出席することを認める振替制度を導入し
ており、振替制度を利用した学生の評価は、実際に出席したクラスの担当教員（当該
授業回の発言と提出物評価を担当）と、登録したクラスの担当教員（総合評価点の合
計値に基づく、クラス内の相対評価を担当）が、それぞれ行うことになる。結果とし
て、教員による評価の著しい偏りや不適切な評価が起こりにくく、公正な成績評価が
行われていると考えられる。  

成績評価に関する問い合わせ 
提出物や総合成績等の評価に関する相談は、総合成績の確定後、14 日以内に限り受

け付けている。学生には、修正を希望する具体的な理由（出席状況や発言内容等のフ
ァクト）を添え、担当教員へ直接問い合わせるように案内している。教員の評価と学
生の自己評価に乖離があり、コミュニケーションをしても評価に納得ができない場合
などは、事務局の教職員や当該科目を担当する FG の担当教員も交え、授業当日の成
績評価に使用した iPad の記録や学生本人が提出したレポートの内容などを参照し、で
きる限り客観的に状況を判断し、公正で納得性が高い成績評価に努めている。 

5. カリキュラムレビューと改善活動 

カリキュラムの点検・評価と改善の仕組み 
本学の教育課程の運営及び改善は、既述の 7 つの FG による活動に加え、教授会の

代議員会であるカリキュラム委員会が審議を行い、FG に協力を要請し、必要な措置
を講じる仕組みとしている。2019 年度からは、教育課程連携協議会からの意見も反映
している。カリキュラム委員会は、研究科長、副研究科長、ファカルティ・ディベロ
ップメント担当長、教授会が選任する専任教員 2 名から成り、ファカルティ・ディベ
ロップメント（FD）担当長をその長としている。 

各 FG は専門領域ごとに研究開発を行っており、社会情勢や学術の潮流、ビジネス
界の最新の経験・知識や、授業等を通し観察された学生のニーズ、各種学生アンケー
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トやデータの分析を踏まえ、カリキュラムにどう反映させるべきかを検討している。
カリキュラムの新設・改定時は、科目担当が中心となって策定したカリキュラム案に
対し、FG に所属する教員が意見交換を行う機会を設ける。さまざまなバックグラウ
ンドの実務家教員・研究者教員がそれぞれ持つ最新の知見や多様な意見を取り入れ、
案をブラッシュアップする。本学の FG 体制では、各教員は「科目」単体の専門領域
に閉じず、「科目群」を構成する専門領域ごとに教育・研究を行う為、FG が検討す
るカリキュラム案は、「人事組織」「マーケティング・戦略」「会計・財務」「思
考」「志」といった専門領域内で緊密な連携が図られている。領域ごとに、基礎科目
→基本科目→応用科目と、段階を踏んだ学習が進むよう、抜け漏れや重複がないよう
に学習テーマや難易度を調整した上で、FG としてのカリキュラム案を策定する。 

FG のカリキュラム案は全学のカリキュラム委員会へ提案され、教育課程連携協議
会からも意見を聴取し、さらに議論を重ねていく。専門領域の枠を超え、ディプロ
マ・ポリシーやカリキュラム・ポリシーに則ったカリキュラムマップ全体を通じた検
討は、カリキュラム委員会にて実施する。これらの議論を経たうえで、カリキュラム
案が確定し、実際に教育カリキュラムへ反映されていく。 

例えば、クラス毎の授業評価アンケートを通じ、各科目で取り扱う学習テーマの変
更が妥当と判断された場合、担当 FG が上記プロセスを経て改善を行っている。学習
テーマを変更する必要はないが、教授方法や取り上げる順序・レベルなどの微細な修
正が望ましいと判断された場合は、委員会承認は要さず、各 FG の判断で機動的に改
善策を検討し、担当教員へ共有している。 

また、ほとんどの科目に「振り返りアサインメント」という提出物を導入し、担当
教員が学生の成績評価に用いることに加え、教授内容そのものの改善にも役立ててい
る。振り返りアサインメントは、学習内容の振り返り、学習内容の実務への活かし方
と課題、自身がさらに成長するために必要な能力開発について学生に考えさせ、提出
させるものである。各 FG によるカリキュラム改善の検討には、本提出物の分析も反
映させている。 

課程修了時に実施する「卒業時アンケート」では、教育課程全般の有益さに加え、
「最も有益だった」「最も有益ではなかった」と感じる科目やその理由を具体的に尋
ねている。カリキュラム委員会は、担当教職員によるアンケートの分析結果と本学の



51 

 

 

教育研究上の目的、社会の動向などを総合的に判断し、年度ごとのカリキュラムの編
成を決定している。 

2022 年 7 月に初開講した特別講座「ESG 経営とリーダーシップ」22は、カリキュラ
ム委員会における社会情勢に関する議論からスタートし、FG 横断でカリキュラム開
発を進めた一例である。ESG は、一部の投資家や経営陣にとって必要な知見だが、多
くのリーダーにとって必須の知識・知恵であるとは捉えられていない傾向が見受けら
れた。本科目では、ESG を「カネ（投資）」の文脈にとどめるのではなく、経営やリ
ーダーシップにおける重要なテーマとして捉え直し、企業活動を社会・地球を含む一
連の「システム」として認識した上で経営を行う必要性や、ESG の実践に欠かせない
「スチュワード・リーダーシップ」の理解を促す構成としている。ヒト・モノ・カネ
の各 FG に所属する教員がリレー形式で授業を担当する。 

授業評価アンケート 
既述の通り、本学では、3 ヵ月の授業が終了するごとに学生にアンケート調査を実

施し、担当教員ばかりではなく、各科目の担当 FG や事務局の関連部署の教職員がア
ンケートの分析を行い、改善に取り組んでいる。 

2022 年 4 月～12 月 23に実施した延べ 1,075 クラス 24の授業に対する学生評価の平均
は、1（不満/有益でなかった）→5（満足/有益だった）の 5 段階スケールで、当該履
修科目の「全体の満足度」が 4.6、「科目の有益度」が 4.6、教員のクラス運営に対す
る満足度が 4.7 であった。この 3 項目の平均値は 4.5、4.6、4.7 で推移しており、学生
からの高い評価を維持・向上している。 

 
22 https://mba.globis.ac.jp/news/detail-21704.html 
https://mba.globis.ac.jp/curriculum/detail/esg/ 
23 4 月～12 月末時点（本報告書作成時）の数字 

24 同一科目で複数クラス開講している場合は、実際に開催したクラスの延べ数を
「クラス数」としてカウントしている 

https://mba.globis.ac.jp/news/detail-21704.html
https://mba.globis.ac.jp/curriculum/detail/esg/
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卒業時アンケート 
本学のディプロマ・ポリシーは、「創造と変革の志士」として活躍できるよう、高

い志を持ち、思考力とコミュニケーション力を身につけることであり、これを実現す
るため、「能力開発」「ネットワーク構築」「志醸成」の 3 つの場を提供するという
教育理念を掲げている。課程を修了した学生から取得する卒業時アンケートは、この
3 つの場を通して創造と変革の志士を輩出しうるプログラムであったかを問う内容
で、教育課程が有益であったか、ビジネスリーダーとしての活躍に役立ったか、どの
ような人的ネットワークが得られたか、志に変化があったか、などを測っている。 

アンケート結果は各担当の教職員が詳細に分析してカリキュラム委員会や運営会
議・経営会議等に諮り、正課・正課外の教育カリキュラムや学生サービスの改善に繋
げている。アンケート結果は継続して高い数値を維持しているが、細かい KPI よりは
全体傾向を重視して対策を決定している。2022 年度に実施したアンケート（2021 年
度に修了した学生が対象）では、有益度 4.6（1「まったく有益でなかった」→5「非
常に有益だった」の 5 段階スケール）という結果であった。  

卒業生キャリアアンケート 
上記に加え、2011 年度から隔年で、全卒業生（修了生）を対象に、修了後の状況や

本学で学んだことが仕事や業務においてどのような影響があったかを調査する「卒業
生キャリアアンケート」も実施し、カリキュラムの改善に役立ててている 25。卒業生
は本学の学びを仕事や業務において活かし、希望業界や希望職種への転職、着任、経
営の中枢に関わる部署への異動などを果たし、昇進や昇給などを実現していることが
結果として浮かび上がっている。これらのことは、本学の学位水準がビジネス界の要
求に応えるものであることの１つの証であると考えている。 

基礎学力テスト（GMAP：GLOBIS Management Assessment Program） 
パートタイムのプログラムで修了要件の 1 つとしている GMAP は、学位を授与す

るにあたり、経営学全般の基礎的な知識を身につけていることを確認するための試験
で、株式会社グロービスのアセスメント部門が開発したものを活用している。当該試

 
25 https://mba.globis.ac.jp/alumni/questionnaire/ 

https://mba.globis.ac.jp/alumni/questionnaire/
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験は、本学で教科書として採用している書籍（“MBA シリーズ”）とも共通する、グロ
ービスが長年培ってきた経営各分野の基礎知識をベースに開発されているため、本学
で教授する基本的な科目の理解度を確かめる上で、親和性が高い。GMAP の試験結果
も、カリキュラムを検討する際に参照する客観データの 1 つである。 

試験は全 6 科目（「マーケティング」「経営戦略」「人的資源管理」「組織行動
学」「企業会計」「ファイナンス」）を実施し、基本的なビジネス・フレームワーク
（基礎理論）の理解度・定着度を測定する。試験科目は、カリキュラムマップ上の
「人事組織」「マーケティング・戦略」「会計・財務」の 3 領域、つまり経営資源の
3 要素であるヒト・モノ・カネに相当する。6 科目全てに合格しなければ試験合格とは
みなされないため、修了要件を満たし課程を修了する学生は、教育課程を通して、経
営に関する基本知識は十分に身につけていると判断される。   

学生が学校運営へ参画する仕組み（Student Association） 
フルタイム MBA プログラム（英語）では、「Student Association」という組織を通

じ、学生が学校運営に参画する仕組みを設けている。Student Association には、マー
ケティング、キャリア、ソーシャルという 3 つの分野で担当学生を配置し、学生の要
望をとりまとめる。それぞれの担当学生は教職員と共に、効果的な学習方法やより充
実したキャンパスライフ、修了後のキャリアについて検討し、学習環境やカリキュラ
ム、キャリアサポート等に反映させている。2021 年度からはパートタイムプログラム
の学生代表と意見交換をするセッションを開始し、フルタイム・パートタイムのプロ
グラム間の交流促進を図っている。 

教育課程連携協議会 
専門職大学院設置基準第６条の二に基づき、2019 年度より教育課程連携協議会を設

置した。従来、教育課程に関する意思決定は教授会の代議員会であるカリキュラム委
員会で実施してきたが、協議会の意見も踏まえて意思決定するように変更した。 

協議会は、本学の教職員 3 名に加え、企業経営の第一線で長く活躍し豊富な経験を
有する者 3 名、学長が必要と認める者 2 名から構成され、2022 年度は 11 月に開催し
た。会議では、2022 年度より提供開始した「ナノ単科」科目群や「ESG 経営とリー
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ダーシップ」科目の現状および今後の展開について意見交換を行い、カリキュラム委
員会の提案に対し賛同が得られた。 

IV. 良い受講生 

1. 学生募集、入学審査 

アドミッション・ポリシー（学生の受け入れ方針） 
本学では、学生の受け入れ方針は、授与する学位ごとに定め、それぞれ募集要項や

ウェブサイトで一般に広く公表している。 

 経営学修士（専門職） 

https://mba.globis.ac.jp/admissions/#anchor_06 

 国際経営学修士（専門職） 

https://mba.globis.ac.jp/assets/pdf/about/outline/admissionpolicy_e.pdf 

アドミッション・ポリシー（AP）は、本学が入学希望者に求める学生像を、資質面
と意欲面より定めている。AP の全文は下記である。 

グロービス経営大学院は、日本とアジア社会の「創造と変革」を担う志高き
「リーダー」（創造と変革の志士）を育成することをミッションとしています。 

このミッションを実現するために、将来リーダーとして幅広い活躍が期待でき
る資質、そして多様な経験を持つ学友との切磋琢磨を通じて自らの志を高める意
欲、この二つを備えた学生を求めています。具体的には、実務において必要とな
る論理思考力、実行力、および対人関係力といった「スキル（能力）」と、自ら
の人生において何を成し遂げたいのか、社会にどのような創造と変革をもたらし
たいのかという「ウィル（志）」を重視しています。 

資質面では、将来リーダーとして幅広い活躍が期待できるよう、実務において必要
となる論理思考力・実行力・対人関係力といった「スキル(能力)」を、意欲面では、

https://mba.globis.ac.jp/admissions/#anchor_06
https://mba.globis.ac.jp/assets/pdf/about/outline/admissionpolicy_e.pdf
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多様な経験を持つ学友との切磋琢磨を通じて自らを高めるための「ウィル(志)」を、
自らの人生において何を成し遂げたいのか、社会にどのような創造と変革をもたらし
たいのか、それぞれ重視すると示している。 

なお、本学の教育・研究目的を踏まえ、実務経験に基づく、地に足の着いた議論を
通じて能力を向上できるように、出願資格の 1 つに実務経験が原則 2 年以上あること
も求めている。 

既述してきたように、本学はディプロマ・ポリシーに定める「創造と変革の志士」
を育成するため、能力を開発し、人的ネットワークを構築し、志を見つける場を提供
している。カリキュラム・ポリシーに則り設計した教育課程において、ディスカッシ
ョンを中心とする授業で能力を高めていくため、入学審査の時点では、「ウィル
（志）」と「スキル（能力）」を重視している。加えて、ディスカッション中心に学
ぶ授業スタイルの中で学生同士が十分に刺激を与え合うことができるよう、入学者
に、業種・業務を含めたバックグラウンドや年齢・性別などに多様性を持たせること
も考慮している。 

アドミッション・ポリシーに基づいた選抜 
アドミッション・ポリシーに基づき、出願資格を有する全ての志願者が公正な入学

試験の機会を得られるよう、審査を厳正に行っている。 

入学者選抜は、パートタイム&オンライン MBA プログラム（日本語）の入試（5
月、9 月と 1 月の年 3 回実施：4 月入学）、パートタイム＆オンライン MBA プログラ
ム（英語）の入試（11 月、2 月、4 月、7 月の年 4 回実施：10 月入学）、フルタイム
MBA プログラム（英語）の入試（11 月、2 月、4 月の年 3 回の実施：9 月入学）の機
会をそれぞれ設けている。同一年度の入試において、プログラムの併願は認めていな
い。 

出願手続きは、インターネット上の出願システムにて受け付ける。必要書類の不足
や基本情報の不備等により出願資格を満たさない場合は、出願手続きが完了できな
い。また、出願システムは、以降の審査プロセスや合格発表、入学手続き（入学意思
確認）など、入学試験に関わる手続きをワンストップで行えるようになっている。出
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願システムへのアクセス方法やログイン方法、操作方法についても、WEB サイトに
「出願システムマニュアル」を掲載している。 

いずれの入試も、書類（出願システムに入力を求める基本情報・職歴・学歴、課題
エッセイ、推薦状《日本語プログラムは任意、英語プログラムは必須》、最終学歴の
卒業証明書及び成績証明書）による一次審査、面接および筆記試験（論理思考力に関
するテスト、英語プログラムのみ）による二次審査の結果を踏まえ、総合的に合否を
判定する。 

なお、社会人を対象とする経営系専門職大学院という本学の性質を踏まえ、学士の
学位を保有していない者や、入学時点で社会人経験が 2 年に満たない者のうち、本学
への出願を希望する者に対しては、出願を受け付ける前に、書類による「出願資格審
査」を行っている。学歴・職歴・保有する資格・業績・研究等における活動などをも
とに、大学を卒業した者と同等の学力を有し、出願の資格があると認められるか、入
試担当の専任教員が個別に審査している。 

一次の書類審査では、職務・マネジメント経験などの実績に関する詳細とともに、
論理思考力や実行力などの「スキル（能力）」と、将来のキャリアプランと志望動
機、そこに至った背景や価値観などの「ウィル（志）」に関する記述を求め、二次の
面接審査にて書類審査の内容をさらに掘り下げて聞くことによって、志願者の学びに
対する意識の本質を探るとともに、本学の目指す人材像に照らし合わせ、受け入れに
足るかどうかを確認する仕組みとしている。2020 年度以降の二次審査は、感染症防止
および志願者の利便性に留意し、授業と同様のウェブ会議システムを利用して実施し
ている。 

英語プログラムでも、基本的なプロセスは日本語と同じであるが、選抜は全て英語
で行い、「語学力」も考慮に入れて審査する。 

障がいのある志願者に関しては、本学の教育の本質（多様なバックグラウンドを持
つ学生が、ディスカッションを通してお互いに学び合う）を考慮した上で、個別に受
け入れを検討しており、募集要項にも特別な配慮が必要な場合への対応に関して明記
している。審査方法やその実施については、学生からの申し出に応じ、入試担当の教
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職員や障がい学生支援担当が個別の状況を考慮し、必要に応じ運営会議で審議のう
え、対応を決定している。  

選抜方法・手続の公表 
志願者に求める要件や選抜方法、手続き等については、毎年度配布する募集要項や

ウェブサイトにて公表し、広く周知している。募集要項には、プログラムの概要や出
願資格、選考日程や選抜方法等の詳細情報の他、授業料や奨学金等の案内も記載して
いる。奨学金の利用を希望する志願者は、自身で奨学金の適用条件等の詳細を確認し
たうえで、出願の際に申し出ることを求めている。 

また、日本語 MBA プログラムでは、東京・大阪・名古屋・仙台・福岡の 5 拠点
と、横浜・茨城水戸の特設キャンパス、またオンラインで実施するウェブセミナー形
式で、体験クラス＆説明会や入試説明会等を開催し、新しい学びを得て成長したいと
考えている社会人をサポートしている。2022 年度は、年間通算で約 260 回の体験クラ
ス＆説明会/入試説明会を実施した。オンラインで実施の際は、ツールの操作説明を冒
頭に入れたり、参加者にトラブル（音が聞こえない、画面が見えないなど）があった
時に事務局が個々にサポートするなど、オンラインでも心地よく参加できるような環
境を整備した。説明会の後には希望者から個別に相談を承る個別ガイダンスを実施
し、参加者の疑問や不安に感じている点に答える体制を整えている。説明会への参加
がかなわない受講希望者には、職員が個別に本学の特徴や制度について説明を行う機
会も設けている。その他には、MBA で学ぶことの意義・価値を学長自らが体験を交え
て語る「学長セミナー」、模擬授業により科目内容や授業の進め方を体験できる所定
の科目の「入門セミナー」等も開催している。 

既述の活動については、ほぼ全てパートタイム＆オンライン MBA プログラム（英
語）でも実施している。フルタイムまたはパートタイムオンライン MBA プログラム
（英語）では、上記活動以外に、海外在住の日本留学検討者に向けた説明会も開催し
ている。2019 年度までは、東京・横浜・大阪を含むアジア 23 都市で開催されるフェ
ア（The MBA Tour、QS MBA Tour 等）へのブース出展のほか、東南アジア各都市へ
赴き学校説明会や体験クラス、学長や研究科長をスピーカーに迎えた独自のイベント
を多数開催した。2020 年度～2021 年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い
大規模イベントへの現地参加は見送り、海外在住者に向けにはオンライン形式の留学
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フェアへ複数参加した。2022 年度には東南アジアを中心に現地に赴いての説明会を再
開している。 

公正な入学者選抜の実施 
既述した入学者選抜は、学則第 12 条に従い、教授会の代議員会であるアドミッショ

ン・コミッティーが審議を行い、学長が最終決定している。アドミッション・コミッ
ティーは、研究科長、副研究科長、教授会が選任する専任教員 2 名、学長が必要と認
める者、事務局長及び事務局担当より構成され、委員長は委員のうちからコミッティ
ーが選任する。「アドミッション・コミッティーに関する規程」は、コミッティーを
中心とする入学者選抜の方法・基準を定めており、規程に則り適正に審査を行ってい
る。 

一次の書類審査は、専任教員および本学を修了した卒業生（アドミッション・コミ
ッティーが選抜した、志願者との利害関係が発生しない者）が審査を担う。2018 年度
に実施した日本語プログラムの審査からは、「グロービス AI 経営教育研究所」
（GLOBIS AI Management Education Research Institute）の研究を活かした AI によ
る審査支援を導入し、正確性・公平性を一層向上させる工夫をしている。なお、AI 審
査は、本学が審査において注意すべきと考える項目に対してアラートを出す仕様とし
ており、AI 審査だけで不合格と判定することはなく、必ず審査官も審査を行ってい
る。 

二次の面接審査は、書類審査を通過した応募者 1 名に対し、アドミッション･コミッ
ティーのメンバー、あるいはアドミッション・コミッティーが認めた審査官（専任教
員ならびに本学の卒業生（修了生））1～2 名にて面接を実施する。 

公正を期すために、一次・二次各審査のポリシーと判定基準は厳格に定め、審査官
へ事前に共有している。具体的には、AP に定めた入学希望者に求める学生像を 6 要
素から成る評価項目に整理し、各審査で用いている。 

一次審査（書類審査）では、6 つの評価項目で明らかに合格基準に達していないと
判断される場合のみ不合格としている。一次審査を踏まえ、二次審査（面接）で注意
を要したり詳細確認が必要と判断される内容は二次審査担当へ共有され、面接で詳細
な審査を行う仕組みである。 
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本学では、志願者の 9 割以上が科目等履修生としての履修経験があるため、一次・
二次の各審査段階において、科目履修状況や成績も、6 つの評価項目の判断材料とし
て活用している。 

二次審査（面接審査）では、6 つの評価項目を 4 段階の尺度で表した評価基準を用
いる。審査官は、評価基準に基づき各志願者の 6 要素の項目別評価を行ったうえで、5
段階で総合評価を決定する。また、総合評価の配分比率も明示し、審査担当による評
価のばらつきや主観による不公平をできる限り排除している。また、入試担当の教職
員が審査官から審査データを確認・回収する際、ひとりの志願者に対する評価が複数
の審査官で大きく分かれる、項目別評価と総合評価に大きくずれがある、配分比率に
偏りがあるなど、評価に懸念がある場合は、評価の理由まで聴取し、アドミッショ
ン・コミッティーに報告することとしている。二次審査では、面接官・志願者の同意
のもと全ての面接を録画しているため、アドミッション・コミッティーは必要に応じ
録画データを参照する。 

このように厳格に実施した一次審査および二次審査の結果および入試担当の教職員
が審査官から聴取した評価の理由を踏まえ、アドミッション・コミッティーによる最
終合格審査会では、全員一致の原則のもと客観的・総合的に学生の合否を判断し、学
長が決定している。一次審査・二次審査の評価結果が同水準の志願者群から合否を決
定する場合は、カリキュラム・ポリシーに定める「ディスカッション中心の授業」を
推進するため、応募者の多様な経験やバックグラウンド等も評価材料とし、入学後に
学生が切磋琢磨しあえる良質なコミュニティの組成を図っている。 

審査官の選定と審査クオリティの担保 
既述の通り、審査官は、専任教員および本学を修了した卒業生のうち、アドミッシ

ョン･コミッティーが認めた者が務める。将来の「創造と変革の志士」を選抜する入学
試験であることを踏まえ、教育課程の全体像や在学する学生に対する理解が深く、入
学後の志願者の「スキル」「ウィル」が発展する可能性まで審査可能な教員や卒業生
を審査官として選定している。 

海外のビジネススクールでの実例に倣い、本学も卒業生を審査官として任用してい
る。卒業生を審査官として選定する際は、教職員が在学時および課程修了後に見聞き
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した情報をもとに、審査を担うことができ、「創造と変革の志士」としてロールモデ
ルともなり得ると判断する者を候補者として推薦し、アドミッション・コミッティー
が最終判断している。選ばれた卒業生審査官は、自らの経験を通じて学校や学生の実
像を知悉している上、所属する組織でリーダーとしてマネジメントを行う立場でもあ
るため、大学院の後輩として望ましい人物を選ぶことができると考えられる。また、
教員だけで審査を行うよりも審査官の人数が増えるため、面接のスケジュール調整が
難しくなりがちな社会人である志願者に対し、参加しやすい面接日程を多く設定でき
るメリットがある。さらに、審査において学外からの視点が入ることにより、入試の
一層の公平性・客観性を担保する効果も生んでいる。 

選定された審査官は、各入試日程において対応可能なスケジュールを提出し、入試
担当職員が調整のうえ、実際に担当する志願者を決定する。面接審査では、志願者 1
名を 1～2 名の審査官が担当し、各審査官は 1 日に 4 名程度の志願者を審査してい
る。 

志願者との利害関係による不公正が生じないよう、志願者を割り当てる際には、勤
務先データを元にシステムによるスクリーニングをかけ、審査官と志願者の業界が重
複しないように調整している。さらに、各審査官は、割り当てられた志願者の情報を
確認し、自身の業務上利害関係が生じうる志願者や、業務関係以外でも何らかの交流
があった志願者がいた場合には、入試事務局へ申し出る仕組みとしている。申し出が
あった場合、対象の志願者の審査は別の審査官が行うよう再調整し、公平な審査を進
めている。 

審査官は、出願システムと連動した専用の「審査官ウェブ」を用い、志願者情報の
確認や、評価の入力・提出を行う。審査官ウェブへログインする際、自身が志願者と
の間に利害関係がないことなど、情報の取り扱いに関する誓約へ同意しなければ、詳
細情報が見られない仕様とし、公平な審査を求めている。 

初めて審査を担当する審査官にはオリエンテーションを実施し、多様なバックグラ
ウンドを持った社会人を審査するための方法・基準・注意点に加え、時間厳守やファ
シリテーションのコツなど、詳細な説明を行っている。また、初回の面接は必ず経験
がある審査官と共に実施したうえで、面接終了後に担当した審査官同士で審査につい
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て話し合い、フィードバックを受けるよう調整することで、審査のクオリティを担保/
向上している。 

過去に審査を担当した経験がある審査官には、審査官ウェブを通じてマニュアルを
配付し、審査当日に事務局職員からも個別に説明を行い、審査プロセスや個人情報保
護などを周知している。 

面接はウェブ会議システムを用いて実施するため、志願者のシステム入室許可や本
人確認・注意事項の案内等は全て入試担当の職員が実施し、不測のトラブルにも対応
できるよう、常に事務局アカウントも参加した状態で面接を実施している。職員は面
接の進行状況や初担当の審査官の様子などを観察し、時間が守られていない場合や適
切な審査の進行に疑義が生じた場合などは、入試を管轄する専任教員と相談のうえ、
審査官へ注意喚起をするなどの対応を行っている。 

また、2020 年度に受審した経営系専門職大学院認証評価において、二次面接を 1 名
で実施する場合の評価の客観性・公平性担保に関する検討課題の指摘を受け、2022 年
度より、全ての面接の録画も開始している。 

情報漏洩を防止する取組 
審査情報は、すべて既述の審査官ウェブを通じてやり取りをすることで、適切な情

報共有と漏洩防止を共に実現している。 

各審査官が審査官ウェブにログインする際、情報の取り扱いに関する誓約に承諾し
なければ、システムの詳細情報にアクセスできないことに加え、出願書類は閲覧のみ
（ダウンロード不可）とする、情報へのアクセスを実際に審査を担当する期間のみに
限定するなど、複数の防止措置を施している。 

適切な定員管理 
アドミッション・コミッティーは、最終合格審査会において、入学定員を踏まえた

合格判定を行っている。志願者数の増加が見込まれる年は、入学定員・収容定員を増
やし、教職員を増やす対応を続けている。結果として、2006 年の開学から 2022 年に
至る毎年、入学者数は入学定員の 1.1～1.2 倍程度に収まっている。キャンパスやプロ
グラムごとの定員内訳は設けていない。また、本学では長期履修制度を活用する社会
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人学生が数多く在籍するため、退学や長期履修申請を受理する時点で在籍学生数を管
理しており、入学者数・在籍学生数ともに適正に管理することで、経営系専門職大学
院教育に相応しい環境を確保している。 

在籍学生数については、2022 年 5 月 1 日現在 2,683 名で、収容定員 2,120 名に対す
る充足率は 1.27 であるが、平成 14 年文科高第 118 号文部科学事務次官からの通知に
基づいた計算式で長期履修制度の利用者を置き換えた在籍者数は 2593.0 名となり、充
足率は 1.22 となる。本学の学生は原則として 2 年以上のビジネス経験がある社会人で
あり、日本語・英語のパートタイムのプログラムは、仕事を辞めずに学業と両立する
学生が大半を占めるため、自身のキャリアプランを総合的に考え、長期履修制度の利
用希望が多い。長期履修制度の利用希望を受け入れる際には、学生の履修状況や今後
の履修計画を必ず確認し、制度を適切に利用させている。 

入学者選抜の点検・評価と改善の仕組み 
上記に示した、アドミッション・ポリシーや選抜方法、選抜基準については、年度

の学生募集が終了した段階で、アドミッション・コミッティーが適宜、教授会、経営
会議にて振り返り、見直しの機会を設けている。具体的には、アドミッション・コミ
ッティーの担当教職員が、①審査官による視点やレベル感のずれ、②合格・不合格の
判断基準とその理由、③次期合格審査に向けての留意点などをきめ細かく見直し、会
議体での議論を経て、規程化を進めている。また、経営会議や運営会議の議論や、自
己点検・評価委員会による評価を経て、必要に応じ、選抜方法を見直している。これ
らの繰り返しにより、より公正で透明な入学選抜方法が行われるよう十分に配慮して
いる。 

書類審査・面接審査の方法も、出願者の多様なニーズに対応した上で、更なる改善
を重ねている。2019 年度には、志願者の働き方が多様化していることを踏まえ、日本
語プログラムへ応募する場合の推薦状を任意提出に変更した。また、2020 年の新型コ
ロナウイルス感染症の流行をきっかけに、面接審査の全面オンライン化を推進した。
2021 年度から 2022 年度にかけ、オンライン面接を実施しながら学内システムを刷新
し、志願者・審査官・教職員が入学審査をよりスムーズに進行できるよう、改善を重
ねた。 
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2. 修了認定、学位授与 

課程の修了要件 
経営研究科経営専攻の修了要件は、学則第 16 条および受講規約第 15 条（フルタイ

ム MBA プログラム（英語）は Article 17）に以下のように定めている 。 

＜パートタイム＆オンライン MBA プログラム（日本語）、パートタイム＆オンラ
イン MBA プログラム（英語）＞ 

・修了要件単位 36 単位 

・標準修業年限 2 年間 

・基礎学力テスト（GMAP：GLOBIS Management Assessment Program）に合格 

＜フルタイム MBA プログラム（英語）＞ 

・修了要件単位 48 単位 

・標準修業年限 1 年間 

これは、専門職大学院設置基準 第 2 条第 2 項、3 条及び 15 条において定める標準
修業年限ならびに修了の要件とする単位数の規程を満たすものである。 

必修科目は、世界の MBA プログラムに共通する「人事組織」「マーケティング・
戦略」「会計・財務」3 領域の基本科目（初学者向けの「基礎」科目をのぞく）と一
部の応用科目、そして本学特有の「思考」「志」領域の基本科目と一部の応用科目、
合計 10＋1 科目である（「思考」領域は、「基本」の 2 科目を選択必修科目とし、い
ずれか 1 科目を選択して履修する）。「志」領域の必修科目には、学生が自身のパー
ソナルミッションを発表する「企業家リーダーシップ」を含み、志を立てることを課
程の修了要件として求めている。 

条件を満たせば他コース（プログラム）の科目を履修することもできるが、プログ
ラムにより履修可能な単位数の上限を定めている。また、年間に履修可能な単位数の
上限は 24 単位（フルタイムのプログラムは 60 単位）と定めたうえで、既述の通り、
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学業と仕事を両立する社会人学生が、現実的かつ十分な学習量を確保するための仕組
みを整えている。 

所定の試験とは、受講規約に定める基礎学力テスト「GMAP（GLOBIS 
Management Assessment Program）」を指す。2015 年度に受審した経営系専門職大学
院認証評価において、英語プログラムに基礎学力試験を課していないことについて指
摘があり、2018 年度より、パートタイム＆オンライン MBA プログラム（英語）にも
基礎学力テストを導入した。  

修了の認定と学位授与 
本学の課程修了は、学位規則に定める通り、教授会の代議員会である修了判定委員

会が審議を行う。修了判定委員会は、研究科長、副研究科長、教授会が選任した専任
教員 2 名、事務局長、事務局の担当教職員をもって組成し、ディプロマ・ポリシーに
則り、学生が修了要件を満たしているかを確認する。委員会の審議を経て学長が課程
の修了を決定し、学位を授与する。 

2021 年度（2021 年 4 月～2022 年 3 月）の課程修了・学位授与数は 1,115 名であ
る。このうち標準修業年限で修了した学生は 940 名で、84%を占める。開学以来の修
了者数の推移や進路状況は、本学のウェブサイト 26で公開している。  

学生への周知 
本学の修了要件及び学位授与については、学則第 16 条、17 条及び学位規則に明記

している。また、入学時に履修登録説明会でも説明する他、学生が使用するマイペー
ジにも、入学年度ごとの修了要件や、自身の学習成果（修了要件の充足状況など）を
明示している。学生は、履修計画を立てたり、実際に科目の履修登録を行う際、マイ
ページから容易に修了要件を確認することができる仕様としている。 

 
26 https://mba.globis.ac.jp/assets/pdf/about/publication/4-b.pdf 

https://mba.globis.ac.jp/assets/pdf/about/publication/4-b.pdf
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3. 懲戒審査 
不正行為や留年の繰り返し、規則違反など、学生の望ましくない行為に対し、戒

告・停学・退学という 3 種類の懲戒措置を定め、学生の意見陳述機会を確保したうえ
で、懲戒・除籍審議委員会が厳正な審議を行っている。本学では、成績評価におい
て、D 及び F 評価の取得数が当該プログラムにおける所定数以上に達した者も懲戒の
対象とする特徴的な仕組みを取り入れ、以下のように運用している。 

D・F 評価の累積と懲戒退学 
本学では、クラス内相対評価の下位 10％にあたる D・F 評価が 5 つ（フルタイムの

プログラムでは 7 つ）累積すると、懲戒退学の対象となる。出席回数不足等による
「評価対象外」も、3 つ以上取得すると F 同等とみなされ、懲戒退学の対象となる成
績評価に含める。厳しい制度ではあるが、ディスカッションを中心とする授業形態
で、発言と提出物を加点評価する成績評価方式をとっているため、下位 10％を 5 回も
取得するということは、学習時間が著しく少ないなど、学業への取り組み方に何らか
の課題があると判断されるためである。 

ただし、D・F 評価の累積により懲戒退学の対象となった学生にも、教授会の代議
員会である懲戒・除籍審議委員会へ、在学延長の上申を行う機会が付与される。委員
会では、学生のこれまでの履修状況や上申書の内容をもとに、在学延長を認めるかど
うか、個別に審議を行う。延長申請が認められた場合には、委員会が指定する条件の
範囲内で、修了を目指し履修を継続することができる。 

V. 良いサービス 

1. 学生サービス 

学生支援の方針 
パートタイムのプログラムで仕事を続けながら通学する学生や、フルタイムのプロ

グラムで留学生として来日して学ぶ学生など、様々な状況下にある社会人学生の特性
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を考慮した支援策を設けているが、すべての施策において、学生が自ら学ぶ目的に照
らして考え、最適な選択を行うためのサポートを行っている。 

本学では、以下のようなサービス・ポリシーを制定している。 

能力開発、人的ネットワーク、志を構築する場を提供するというグロービスの教育
理念を具現化するため、サービス・ポリシーを制定し、サービス品質の向上に努め、
受講生満足の最大化に努めます。 

1．クラスの質の向上 

講師のクオリティを高いレベルに維持し、教材の改変・ゼロディフェクト運動を展
開するなどして、常にカリキュラム・講師・教材といったクラスの質の向上に努めま
す。 

２．時間厳守・環境整備 

クラスの開始・終了時間、レポート・成績の評価期限などを厳守するとともに、清
潔で快適な設備環境を整え、質の高い学びの環境を整えます。 

3．心のこもったサービス 

アンケートなどを通して受講生の皆様の声に耳を傾け、常にサービス品質の向上に
努め、心のこもったサービスをスピーディーに提供していきます。 

学生支援の体制 
各キャンパスで授業を実施する時間に準じ、事務局職員がメール・有人チャット

（英語プログラムでは Zoom・Skype も活用）で学生の質問や相談を受け付けてい
る。事務局の連絡先や営業時間帯は、本学のウェブページやマイページ内で明示して
いる。相談内容に応じ、職員がすぐに回答したり、適切な担当教職員へ相談内容を引
き継いで回答する、あるいは、オンラインで個別面談を実施したり、適宜適切な会議
体に諮るなどし、学生の問題解決に当たっている。また、マイページには 24 時間対応
可能な自動チャットの機能も設け、FAQ ページとともに拡充を続けている。 

なお、情報の取扱いに配慮が必要なハラスメント相談は、担当以外に情報が開示さ
れないよう、専用相談窓口を設置している。 



67 

 

 

2019 年度までは電話や事務局窓口での相談受付も行っていたが、2020 年度から
は、新型コロナウイルス感染症による環境変化を踏まえ、支援体制を大きく変更し
た。 

既述の通り、緊急事態宣言下の 2020 年 4 月期は、全キャンパスにおける対面形式
での通学型授業を停止し、全てオンライン型の授業へと切り替えた。7 月期以降は、
条件を満たした一部クラスのみを通学型で開講し、残るクラスは全てオンライン型で
開講し、学生が自身の状況に合わせて履修する科目/クラスを選べる状態とした。10
月期以降も、学生への緊急アンケートで開講形態のニーズを把握しつつ、オンライン
型の授業の割合を大幅に増加させることで、できる限り当初の年間開講スケジュール
通りに授業を開講し、学生が学びを継続できる環境を提供してきた。この結果、学生
がキャンパスへ来校する機会は大きく減ったが、学生の急激な環境変化に対する学校
のサポートも必要な状況となっていた。一方で、教職員もリモートワークによりキャ
ンパス外で執務することが推奨されており、従来の方法では十分な学生支援が難しい
ことが予想された。そこで、学生へのメールやウェブサイト、マイページ等への案内
を強化することに加え、教職員のリモートワークを可能とするシステム・ツールを緊
急導入し、国内の全キャンパスの学生支援にあたる教職員の業務を再構築した。急激
に増加したオンライン型の授業は、従来のオンライン担当の教職員だけではなく全キ
ャンパスの教職員でサポートしたり、学生からの相談・質問への有人チャット対応を
大幅に拡充するなどし、学生を支援し続けた。 

2020 年度の授業評価アンケートにおける「事務局への満足度」の平均値は、2019
年度の 4.2 から 4.3 へと上昇し、2022 年度も 4.3 を維持している 27。 

この他、マイページ内のコミュニケーションツール「ディスカッションボード」や
コミュニケーションアプリ「G-BASE」など、様々な接点を通して、教職員や同期・
先輩後輩の学生仲間へ悩みを相談できる仕組みを整えており、これらも有効活用され
た。新型コロナウイルス感染症が流行する以前は、授業後の懇親会開催も推奨してお
り、担当教員やクラスメイトとより深い関係を築く機会としていた。各科目のクラス

 
27 緊急事態宣言の発令により、開講中の授業が途中からオンラインへ切り替わった

2020 年 1 月期は、事務局への満足度が 4.5 まで上昇した。 
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ごとに設けられているマイページ内のディスカッションボードでは、教員が学生に学
習課題の連絡を行ったり、学生同士が学習内容についてフォローしあったり、学んだ
ことを振り返ったりと、 授業以外の場でも議論を深め、予習・復習に役立てている。
さらに、個別の質問については、教員の個別メールアドレスやマイページ内のコミュ
ニケーションツールにて常時受け付けており、各教員が可能な時間の範囲で対応する
など、学生がいつでも個別にコンタクトできる体制となっている。 

休学制度 
社会人学生に起こり得る様々な状況へ柔軟に対応できるよう、授業への振替出席等

の制度やマイページ等の充実した学内システム、教職員によるサポート体制を整備し
ている。これらに加え、突発的なトラブル（天災、入院、長期出張など）が発生し、
履修の継続が難しくなった場合には、2 種類の休学制度を備え、学生の状況にあわせ
て支援を行っている。 

① 科目休学  
科目履修中に履修継続が困難な特殊事情が発生した場合に、審査のうえ、出席でき

なかった科目の該当授業回だけを次の開講期に履修し、前期と合算して成績評価を行
う制度である。 

② 在学期間休学 
在学中に履修継続が困難な特殊事情が発生した場合に、審査のうえ、3 ヵ月単位で

休学を認める制度である。休学期間は、課程の修了に必要な修業年限には含めず、学
費の支払いも猶予する。このため、本学の課程の修了判定は 3 ヵ月単位のタームが終
了するごとに実施している。休学可能な期間は累積で最長 2 年間であり、4 歳に満た
ない子供の育児や社命による海外赴任の場合、それぞれ最大 3 年・5 年まで認めるこ
ともある。長期の休学は学業や学生個人の人生への影響も大きいため、事務局の教職
員が面談を実施して、休学以外の選択肢も含め、最適なプランを一緒に検討してい
る。 

修業年限が 1 年のフルタイム MBA プログラム（英語）の場合、授業の開講頻度に
あわせ、休学が認められる期間は 1.5 カ月単位、修了判定も 1.5 カ月ごと、休学可能
な期間は最長 1 年間であり、特殊な事情の場合、最大 3 年まで認める場合がある。  
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成績不振、留年、休学、退学希望等の学生の状況把握と対応 
本学の学生は、働き盛りで成長意欲の高い社会人が大半を占めるため、異動・転

勤・転職・出産・介護など、入学時には想定していなかった環境変化やライフイベン
トにより、計画通りの学修が難しくなることもある。事務局では、学生からの相談に
応じて経験豊富な教職員が対応し、学生本人のキャリアプランと現状の課題、改善の
見込みなどを確認し、本人にとって最適な選択肢を選べるようサポートしている。学
生は、既述の在学期間休学や長期履修制度を利用した 1 期あたりの履修負荷の低減、
通学型とオンライン型の科目履修を組み合わせた履修計画の再考、数年後の再入学を
想定した退学など、自身にとって望ましい対策を選んで実行する。 

また、クラス内相対評価の下位 10％にあたる D 評価・F 評価が 5 つ（フルタイムの
プログラムでは 7 つ）累積すると、学生は懲戒退学の対象となり、懲戒・除籍審議委
員会が学生の上申書をもとに在学延長を認めるかどうか審議を行う。懲戒対象となっ
てしまう前、一定数の D・F 評価を取得した段階で、事務局の教職員が面談等で学生
の状況を把握し、改善計画の相談に乗る場を設けている。本学の成績評価は、クラス
内のディスカッションにおける発言評価が 4～6 割を占め、評価項目や配分もシラバス
に明示しているため、下位 10％の成績を 5 科目以上も取得するということは、学業へ
の取組において、継続的な学習時間の不足など何かしらの問題を抱えているものと推
察ができる。懲戒退学に至る前に、学生支援担当の教職員と履修に関する相談も行
い、履修計画の再考や、事情によっては休学・転校を検討するなど、多忙な社会人の
状況を踏まえ、学生がより良い学びを得るためのサポートも実施している。この結
果、学生が多忙を言い訳にせず、しっかりと予習をしたうえで授業にのぞみ、多様な
バックグラウンドを持つ社会人学生が積極的なディスカッションを行い、より深い学
び・気づきを得るという、授業の教育効果を担保する仕組みが機能している。 

単位を落として留年してしまった学生についても、事務局の教職員が面談を実施
し、状況の把握と望ましい改善方法について相談を受け付けている。 

奨学金などの学生への経済的支援 
本学の学生が利用できる経済的な支援策は、①日本学生支援機構奨学金、②教育ロ

ーン、③教育訓練給付金、④学内奨学金、⑤その他の奨学金が挙げられる。各支援に
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ついては、募集要項、ウェブサイト、入学手続きガイドの他、事務局からの入学前後
のガイダンス、マイページ等にて案内している。 

① 日本学生支援機構奨学金 
・ 大学院第一種奨学金（無利子）：2022 年度の採用実績 3 名 

・ 大学院第二種奨学金（上限 3％の有利子。返還開始時に利率固定か金額固定を
学生が選択）：2022 年度採用実績 2 名 

※ 第一種と第二種の併用申込者は両方に加算。 

・ 留学生受入れ促進プログラム（文部科学省外国人留学生学習奨励費）：2022
年度の採用者 17 名 

② 教育ローン 
提携先の金融機関にてグロービス経営大学院提携学費ローン（金利優遇）の他、各

種金融機関の教育ローン制度が利用できる。フルタイム MBA プログラム（英語）に
おいては、SMBC ファイナンスサービス社と提携し、2016 年に日本で初めての留学生
向けの教育ローンの提供を実現した。 

③ 教育訓練給付金 
雇用保険の被保険者を対象とした「教育訓練給付制度」の対象講座として厚生労働

省に指定されており、受講証明書等の受給に必要な書類を本学から発行している。以
下、書類の発行実績。 

· 一般教育訓練給付金：最大 10 万円 2021 年度修了生のうち、申請希望者 4 名 

· 専門実践教育訓練給付金：最大 112 万円(*) 2021 年度 1927 人 

· 教育訓練支援給付金：講義 1 日につき最大 2000 円 2021 年度 0 名 

④ 学内奨学金 

［テクノベート奨学金］ 
将来、テクノベート分野で創造と変革を担う人材を育成・輩出することを目的とし

た奨学金制度。日本語プログラムの学生を対象とする。2017 年度入学生 3 名、2018
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年度入学生 1 名、2019 年度入学生 2 名に給付した。2020 年度は採用なし。2021 年度
入学生 1 名に給付し、同年度にて募集を終了した。 

［茨城ロボッツ・セカンドキャリア支援 MBA 奨学金］ 
プロスポーツ選手の現役引退後のセカンドキャリア形成の支援を目的として、2018

年に設立した奨学金制度。ジャパン・プロフェッショナル・バスケットボールリーグ
（B リーグ）の茨城ロボッツに所属する選手を対象とし、対象者には入学金および受
講料の 70％を支給する。2020 年度は入学生 1 名、2021 年度は入学生 2 名に給付し、
2022 年度は採用者なし。 

［プロスポーツ選手・セカンドキャリア支援 MBA 奨学金］ 
プロスポーツ選手の現役引退後のセカンドキャリア形成の支援を目的として、上記

の［茨城ロボッツ・セカンドキャリア支援 MBA 奨学金」から、対象をプロスポーツ
選手全般に拡大して 2020 年に設立した奨学金制度。入学金および受講料の 30％を給
付する。2020 年度入学生 2 名に給付し、2021 年度は採用なし、2022 年度入学生 1 名
に給付した。 

［GLOBIS Scholarships］ 
英語プログラムの学生を対象とし、入学するプログラムや履修する科目等の条件に

応じ、以下 2 区分が存在する。 

· パートタイム＆オンライン MBA プログラム（英語）：受講料最大 50％を支給
する。2022 年度は 16 名に対して給付した。 

· フルタイム MBA プログラム（英語）：受講料最大 50％を給付する。2022 年
度は、入学生 17 名に対して給付した。 

［ GLOBIS Scholarship for Refugee Students グロービス難民奨学金 ］ 
  日本在住の難民認定申請者のビジネス教育の学習機会の拡大を目的として、NPO
法人 WELgee と提携し、2022 年度に設立した奨学金制度。入学金および受講料の最
大 100％を給付する。2023 年度入学生より支給開始予定。 
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⑤ その他の奨学金 
国費外国人留学生の受け入れの他、民間団体の奨学金や教育ローンに関する情報提

供も行っている。2022 年度は、国費外国人留学生を 1 名受け入れた。 

心身の健康やハラスメントに関する相談体制 
学生の心身に関しての健康維持の相談等は、指定の学校医にて随時受け付けている

他、授業開催時に利用できる医務室をキャンパス内に設けている。学生は事務局に申
し出ることにより、医務室で休息を取ることが可能な体制としている。 

また、学生からの主にアカデミック・ハラスメントに関する相談窓口として、ハラ
スメント相談室を設置して専用の相談受付メールアドレスを設け、マイページで周知
している。相談内容は機密管理することを前提として、公認心理師としてハラスメン
トの専門研修を受け、実務経験のある教員が担当している。 

また、事務局の教職員がハラスメントと捉えられる相談を受けた場合、ハラスメン
ト相談室と連携し、相談を受けた教職員が適切に対応できるよう支援している。対応
実績としては、2016 年度：3 件、2017 年度：2 件、2018 年度：5 件、2019 年度：0
件、2020 年度：2 件、2021 年度：2 件、2022 年度：3 件という状況である。 

障がいのある者に対する支援体制 
障がいの内容・程度は個人差が大きいため、専任の障がい学生支援担当職員が相談

窓口となり、各キャンパスの学生課にあたる部局の教職員（志願者の場合は入試担当
の教職員）と連携して、必要なサポートを具体的に検討して運営会議で意思決定し、
学生と相談のうえで実行に移す仕組みを 2022 年度より構築した。 

2020 年度までは、障害のある学生からの相談事例が少なかったこともあり、各キャ
ンパスや入試担当の教職員が当事者から相談を受けたら、必要に応じ専門家のサポー
トを受け、個別に最適な支援策を検討していた。例えば、2017 年 4 月にオンライン
MBA プログラム（日本語）へ入学した弱視の学生は、オンライン授業へ参加するため
のパソコンに視覚障害への対応ツールを設定することで資料を読み取り、履修する授
業も個別に教職員と相談しながら決定することで、2019 年 3 月に無事課程を修了して
いる。 
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しかしながら、2020 年度に受審した経営系専門職大学院認証評価において、学生か
ら相談を受ける前に支援策を検討し、入学希望者や社会に対し適切に説明することが
望ましいという指摘を受け、2021～2022 年度にかけ、学内体制の整備や支援策の検討
を進めた。2020 年度に公開した「障がいのある学生への支援に関する基本方針」28に
加え、2022 年度には、具体的な支援の流れ・相談先・具体的な支援内容などを決定
し、ウェブサイトへ公開した 29。 

2021 年度は、視覚や聴覚に重い障害がある方から科目等履修生として学びたいとい
う相談を実際に受け、日本学生支援機構やその他の専門機関に相談し、学生への支援
策を検討・提供した。 

2022 年度は、障害のある学生を本科プログラムに受け入れており、学生本人や家族
と相談しながら、授業や試験、学事行事に際し合理的配慮を提供している。 

留学生に対する支援体制 
フルタイム MBA プログラム（英語）で学ぶ留学生に対し、入学前のビザ取得に際

して在留資格認定証明書を学生本人に代わって申請を行い、スムーズな入国をサポー
トしている。来日後は、外国人専門の保証会社や共同住宅を運営する会社と連携しな
がら、安心して住居を確保できるよう支援し、生活面においては、文部科学省、
JASSO、民間奨学団体の提供する奨学金の申請や受給手続きの案内、作成支援を行っ
ている。更に、日本での生活を滞りなく始められるよう案内を行うとともに、個別相
談も随時受け付けている。学生ビザで入国している学生は在留カードと健康保険証の
コピーを提出させ、行政への適切な登録等を行っていることを確認している。また、
傷害が発生した際に備えて損害保険への加入を義務付けている。更に、学生ビザの資
格外活動許可の範囲内（週 28 時間）においてアルバイトを行っていることを確認する
ため、ワークレポートを毎月提出させている。 

 
28 https://mba.globis.ac.jp/assets/pdf/about/outline/shougaishien.pdf 

29 https://mba.globis.ac.jp/assets/pdf/about/outline/shougaishien_detail.pdf 

https://mba.globis.ac.jp/assets/pdf/about/outline/shougaishien.pdf
https://mba.globis.ac.jp/assets/pdf/about/outline/shougaishien_detail.pdf
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また、留学生の声を聴き、学校全体でサポートしていくため、学生と事務局で定例
ミーティングを設け、学生の状況確認と本学のコロナ対応等に関する意見交換を行っ
た。 

キャリア形成、進路選択等に関わる相談・支援体制 
学生のキャリア形成に向けては、全学生に参加を求める正課外プログラムで、学生

が自らの志やキャリアについて考えさせる仕掛けとしている。既述の入学オリエンテ
ーションで自身の志を同期学生（同じ入学年）に共有し、1 年次に行う振り返りセッ
ションと 2 年次に行うコミットメントセッションでは、必修科目の「リーダーシップ
開発と倫理・価値観」で立てた、自分のありたい姿への具体的な行動計画を踏まえた
振り返りを行う。そして、課程修了前には、集大成として改めて自身の志と今後の行
動を提出し、同期学生に対してマイページ上で表明するよう指導している。 

上記に加え、フルタイム MBA（英語）プログラムの学生向けには、入学後にキャリ
アオリエンテーションを行い、課程修了時の就職に向けた活動内容や日本の労働市場
における一般的要件等について案内を行っている。またその際、キャリア・ガイドを
配付し、求職案件の探し方、履歴書の書き方、面接での対応方法等についても指導を
行っている。さらに就職支援及び学びの実践の場として、プログラムの終盤、6 月上
旬～8 月中旬の約 2 ヶ月半、就業体験を積みながら学びを実践する場として、既述の
「Integrated Learning Program」でインターンシップを行う機会を提供している。 

2022 年度は、政府の水際対策を受け国境が閉まり、学生が日本へ入国できるかどう
か先行きが不透明な中、オンラインを活用しながら、協定企業と学生を繋げ、入国で
きた暁には迅速にインターンシップを進めることができるよう対応した。また、学生
の入国後、インターン採用を保留していた企業や新規企業へ改めて参画の働きかけを
行い、学生の受け入れの体制を拡充した。 

結果として、19 名のインターンシップ希望者のうち、全員がインターン生として
13 社の企業に採用され、無事にインターンシップを実施することができた。また、そ
のうち、協定企業先への就職人数は 5 名となった。2023 年 3 月時点の 2022 年卒フル
タイム生の就職率については 89%を達成している。一方、転職を希望する学生に対し
ては、グローバル企業、変革のフェーズにある企業、ベンチャー企業など、本学の教
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育目的「創造や変革を担う実践的なビジネスリーダー」「経営を担う人材」にあった
求人票の掲載を行っている。 

また、特に地方都市のキャンパスにおいては、ファミリービジネスに従事している
事業承継予定の学生も多いことから、2016 年度に特別講座「ファミリービジネス・マ
ネジメント」という科目を大阪校で新規開講した。開講当時は 3 期に 1 度程度の開講
であったが、2022 年度以降は半年に 1 度の開講へと増やしている。また、開講するキ
ャンパス/形態も、当初は東京・大阪・名古屋での通学形式のクラスのみであったが、
コロナウイルス感染症の影響等も鑑み、現在はオンライン形式でも開講している。。
本科目では、ファミリービジネス特有のテーマについて学ぶことのみならず、事業承
継に関わる学生が全国から一同に集まることで、そのネットワークを拡げ、事業承継
というキャリアを学校としてサポートすることも目的の一つとしている。既述した
「あとつぎ会議」「全国事業承継者の会」という公認の学生活動と共に、地方創生の
核となる地方企業を支える次世代のリーダーの育成とキャリア支援を行っている。 

このほか、READYFOR 株式会社との業務提携により、クラウドファンディングに
よる資金調達の支援プログラムを実施している 30。本プログラムでは、在校生や卒業
生が事業の立ち上げに際して出資を募りたい場合、本学が窓口となり、READYFOR
のサービス上でクラウドファンディングのプロジェクトを開設し、プロジェクト成立
（資金調達の目標金額を達成）時の手数料の一部を優遇する。また、本学コミュニテ
ィの内外へプロジェクトを発信し、資金調達とサポーター作りを支援する。 

2022 年からは、東京大学協創プラットフォーム開発株式会社との業務提携を行い
MBA 取得後にアカデミア発スタートアップの経営・CxO へのキャリアパスを描ける
よう支援している 31。 

起業を志す学生を支援する取組み 
起業を志す学生を支援する取組みとして、起業の際のインフラ支援（ラウンジ・勉

強会室の貸出、ライブラリ利用カードの貸与）の他、ビジネスプランコンテストも実

 
30 https://mba.globis.ac.jp/support/crowdfunding/ 

31 https://www.globis.co.jp/news/release/20220210_mba.html 

https://mba.globis.ac.jp/support/crowdfunding/
https://www.globis.co.jp/news/release/20220210_mba.html
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施している。より多くの起業家を輩出することを目的に、ビジネスプランコンテスト
「GLOBIS Venture Challenge」を開催し、エントリーされたプランは、ベンチャーキ
ャピタリストやベンチャー企業の経営者、グロービス経営大学院の教員等が審査す
る。受賞者には学校法人グロービス経営大学院と株式会社グロービスが組成するファ
ンドからの出資を受ける権利を得たり、グロービス経営大学院の教員による 1 年間の
メンタリングを受けたりすることができる。2013 年の第 1 回のコンテストでは、応募
数 42 件の中から大賞（500 万円）2 件、特別賞（100 万円）3 件の合計 5 件のビジネ
スプランが、総額 1,300 万円の出資を受ける権利を得た。その後、毎年コンテストを
開催し、2022 年度のコンテストでは、3 チームが大賞を受賞した。 

実施年度 応募数 出資を受ける権利と案件数 

2013 年 42 件 大賞（500 万円）2 件 

特別賞（100 万円）3 件 

2014 年 26 件 大賞（500 万円）2 件 

特別賞（100 万円）2 件 

2015 年 35 件 大賞（500 万円）3 件 

優秀賞（300 万円）1 件 

2016 年 54 件 大賞（500 万円）3 件 

2017 年 43 件 大賞（500 万円）3 件 

2018 年 39 件 大賞（最大で 1,000 万円）2 件 

2019 年 32 件 大賞（最大で 1,000 万円）2 件 



77 

 

 

2020 年 46 件 大賞（最大で 1,000 万円）4 件 

2021 年 33 件 大賞（最大で 1,000 万円）3 件 

2022 年 54 件 大賞（最大で 1,000 万円）3 件 

惜しくも受賞を逃したビジネスプランに対しても、審査員からのフィードバックが
行われ、更なる挑戦と成長に向けての機会が得られる仕組みとなっている。尚、起業
に必要なスキルや知識は、本学のカリキュラム内にある創造領域の科目群において修
得することができる。 

さらに、2018 年 10 月に、投資プログラム「GLOBIS Alumni Growth Investment」
（G-GROWTH）を開始し、2023 年 2 月までに 11 件の投資を行った。G-GROWTH
の投資対象は、本学の在校生や卒業生が起業し、高い成長性が期待できるベンチャー
企業である。投資対象となった卒業生・在校生は、本学が目指す「創造と変革の志
士」を体現したものと言える。投資に際しては、累計 1 億円以上の資金調達実績を有
していることを条件とし、他の投資家と同時期・同条件で投資を行う。売上が伸び、
規模化に向けた資金を必要とする投資ステージを想定し、株式への出資を基本とし
て、1 案件あたり 1,000 万～1 億円を投資する。2021 年 3 月には、投資を行った 1 社
が東京証券取引所マザーズへ新規上場した。 また、2021 年 10 月には、別の 1 社が事
業買収によるイグジットを果たした。 

学生支援の適切性に関する定期的な点検・評価と改善、向上 
既述の通り、学生アンケート（各科目の履修後と履修期間中、課程修了後）では、

学校運営や教職員による支援に関する意見も受け付けており、定量・定性のアンケー
ト結果を分析し、改善に繋げている。平日/週末、通学/オンラインの開講クラス配分
の見直し、自主勉強会用の会議室の増強など、施設の利便性の向上に取り組んでき
た。また、教職員と学生との日々のコミュニケーションなどによって寄せられた意見
を事務局で精査し、特に要望の強かったものについては隔週に 1 回行われる運営会議
および経営会議にて施策を検討・審議する。審議・決定した結果は実際に改善につな
げると同時に、教授会にて報告する。海外からの留学生も多く学ぶ東京校のキャンパ



78 

 

 

スには、信仰する宗教のお祈りをする部屋を常時用意するなど、様々な慣習を持つ多
様な学生がそれぞれの文化や伝統を維持できる環境を整えている。 

フルタイム MBA プログラム（英語）では、既述の「Student Association」を通じ、
効果的な学習方法やより充実したキャンパスライフ、修了後のキャリアを検討し、学
習環境やカリキュラム、キャリアサポート等に反映させている。 

2. アルムナイサービス 
本学の修了生は、2021 年度までの累積で 7,283 名となった。本学の中長期計画であ

る 2022 年ビジョンでは、実現したい「5 つの日本 No.1」32の一つとして「アルムナイ
サービス充実度 No.1」を掲げている。2019 年度には、アルムナイサービスのコンセ
プトとして「一生涯、志に寄り添うビジネススクールへ～自分らしく生きられるよう
に～」を設定し、修了生に向けて各種サービスを提供している。 

卒業生に対しては、「G 会」「Alumni Chapter」「互援ネット」「リユニオン」
「アルムナイ・スクール」「オンライン読書会」「キャリア支援」など、入学の期と
関係なく広く交流し、お互いの人間的成長と志の実現を確かめあう場を複数提供して
いる。 

本学の卒業生は全員が「G 会」という同窓会組織に加入し、全国の幹事メンバーを
中心に、年に 1 度のホームカミングデー（同窓会総会）や、「G-Night!」等の交流イ
ベントを主体的に企画・運営している。学校は、グラデュエートスチューデント&ア
ルムナイオフィスの教職員を中心に、イベント時の施設貸出や当日の運営支援等のサ
ポートを行っている。これらのイベントは、卒業生が入学の期と関係なく広く交流
し、お互いの人間的成長と志の実現を確かめあう場となっている。2020 年度以降は、
感染症防止の観点よりオンライン形式でこれらの交流イベントを開催した。 

 
32 学生満足度 No.1（グロービスに対するロイヤリティ）、テクノベート充実度

No.1（カリキュラム・サービス）、教育提供地域数 No.1、アルムナイサービス充実度
No.1、拠点ごとの受講生数 No.1 
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2021 年度には、G 会幹事団が中心となり、「開学 15 周年を祝した交通広告」のプ
ロジェクトを実施した。デザイナーである卒業生 3 名が制作を担当し、クラウドファ
ンディングを活用して費用を集め、全国 7 カ所のキャンパス（特設キャンパス含む）
の最寄り駅に広告を掲示した。この時制作されたポスターは、国際グラフィックデザ
インコンペ「Graphis」の「Graphis Poster Annual 2023」で Silver を受賞した。 

加えて、海外在住の同窓生ネットワーク構築のため、世界 7 地域・都市（シンガポ
ール、タイ（バンコク）、フィリピン（マニラ）、マレーシア（クアラルンプー
ル）、インド（デリー）、アメリカ（サンフランシスコ）、2022 年に追加された EU
（ブリュッセル） において、主として英語 MBA プログラム卒業生により、2016 年 8
月より“Alumni Chapter”と呼ぶ地域同窓生グループを設立し、当該地域での同窓生交
流や新入生勧誘支援を行っている。発足当初の各グループの人数は 10 人前後で始まっ
た が、徐々にメンバーが増えている。例えば 2022 年度にはタイ（バンコク）のチャ
プターは 47 人、フィリピン（マニラ）のチャプターは 57 人のメンバーまで増え、新
しく設立された EU のチャプターには 29 人が参加している。 

「互援ネット」「Goen-net」は、卒業生同士が継続的にお互いの成長を支え合う 8
名程度の相互メンターグループで、G 会とは別に組成している。お互いの成長を支え
合うことにコミットしたメンバーが 3 カ月に一度集まり、ビジネスを含む人生全般の
課題や展望や、様々な人生体験から凝縮された貴重な経験を共有しあうことによっ
て、連帯感だけではなくビジネスの知恵、そして人生の知恵を得ることができ、長期
的かつ深い人的ネットワークを築く仕組みとなっている。事務局の教職員は、説明会
を実施してグループ組成を支援し、初めの 1 年間は施設貸出も実施している。また、
年に 1 度は健全度調査アンケートを行ってグループの状況を把握し、結果をフィード
バックしている。 

卒業生を対象に学校が主催する企画も数多くある。修了後ビジネスの第一線で活躍
し、創造と変革をもたらした卒業生を表彰する「アルムナイアワード」は、年に一度
実施している。その他、修了後 5 年が経過した卒業生に対して、共に学んだ同期の仲
間と集い本学の最新の研究テーマやカリキュラムを学びながら旧交を温める「リユニ
オン」や、継続的な学びの場として卒業生限定の「アルムナイ・スクール」や「オン
ライン読書会」を開催している。 
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また、卒業生限定のキャリア支援サービスとして、国内最大級の会員制転職サイト
「ビズリーチ」を展開する株式会社ビズリーチと提携し、新規会員登録特典を提供し
ている。 

3. 教育研究環境の整備 

教育研究活動の環境整備の方針 
2018 年度に受審した認証評価（大学評価）での指摘を受け、2020 年 10 月に「教育

研究等の環境の整備に関する方針」のドラフトを審議し、検討を進めている。これ
は、「グロービス・ウェイ」の 1 つ「オフィス・ウェイ」を敷衍し、本学の教育・研
究の環境全般に関する基本的な考え方を明示したものである。方針に基づき、経営会
議において、教室・勉強会室・ライブラリ等の施設や IT インフラ等の教育研究環境の
整備を決定・実行している。整備を行う際、参照しているのは主に以下の情報であ
る。 

①  2022 年ビジョンに記述されている入学定員規模とそれに基づいた毎年度の入学
定員数 

②  ①に基づく毎年度の開講計画とクラス数、及びクラス定員に対する稼働率とその
実績から、今後の開講クラス数を予測し、それに基づいて積算された教室数とそれに
対応した勉強会室数 

③  全クラスの第 2 回と最終回（主に第 6 回）の授業後に実施している学生アンケー
トによる学習環境に関するフィードバック 

本学では、働きながら学ぶ社会人学生を念頭に、サテライトキャンパスはもちろん
のこと、本キャンパスである東京・大阪についても、交通アクセスが良い駅前立地の
賃貸物件を利用している。上記①～③に基づく規模の拡大・整備は、借り増しの形で
比較的柔軟に対応することができる。 

講義室、演習室その他の施設・設備の整備 
講義室は、東京校に 14 教室、大阪校に 6 教室、名古屋校に 5 教室、仙台校に 2 教

室、福岡校に 4 教室設置している。 
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カリキュラム・ポリシーに則り、学生と教員との双方向でのやり取り（インタラク
ティブ・レクチャー）及びグループワークやディスカッション等を行うケースメソッ
ドを主要な学習方法として採用しているため、授業における議論の内容や質が、学び
の質を大きく左右する。このため、座席・机が固定されている階段教室レイアウトで
はなく、小グループ単位での議論が促進されるよう、机や座席を移動できる平板な教
室レイアウトを基本とし、コロナ禍で変更する前のクラス定員（40 名）がグループに
分かれて議論ができる規模を備えている。また小型のホワイトボードも準備し（各教
室に 7～11 台を常設）、ディスカッションやグループワークの際に思考や議論を活性
化するための補助としている。 

教員が板書するためのホワイトボードは、壁掛け式・ホワイトボード壁面・移動式
等を組み合わせて合計 3 枚程度を各教室に配置しているほか、スライドや動画を投影
するためのプロジェクターやスクリーンも各教室に１台ずつ配置している。 

2020 年度以降は、通学型クラスの定員は 28 名まで減らし、教室の机と椅子のレイ
アウトを変更してソーシャルディスタンスを保てるよう工夫した上で、学生同士の距
離が近づくグループディスカッションの回数・長さを制限し、感染防止に努めた。消
毒液やアクリル板・検温器の設置に加え、不特定多数の学生が触れる共有物をできる
限り減らすべく、出席登録用の学生用 iPad を廃止するなど（各自の PC やスマートフ
ォンで出席登録ができるようシステムを改修）、学生が安心して授業を受けられるよ
う工夫を重ねた。 

なお、2019 年度まで、学生が少人数の自主勉強会に使用する勉強会室にもディスカ
ッション用のホワイトボード（壁掛け式もしくは移動式のもの）を常設し、学生から
プロジェクターなど設備利用の希望があった場合は貸出も行っていたが、2020 年度以
降は、少人数の自主勉強会は感染リスクが高い為オンラインでの開催を推奨してい
る。勉強会用の施設・設備の貸し出しも停止していたが、2021 年度半ばより、予約利
用は認めていないが、一定の制約下での貸し出しを再開した。2023 年度からは通学型
クラスの定員を 40 名へ戻すことを予定しており、勉強会室についても、2019 年度ま
でと同様の貸出を再開予定である。 

セレモニーやセミナー開催用の東京校グロービスホールや、大阪校、名古屋校、仙
台校、福岡校のセミナー開催にも使用する教室には、5 つのキャンパスを繋いで中継
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するためのテレビ会議システムを配置している。2020 年度以降はオンラインないしハ
イブリッド形式で開催する大規模セミナーが増えた為、アンケートツールやプロンプ
ター等の機材も追加手配し、オンライン配信のクオリティ向上に努めた。 

施設、設備は、クラスオペレーション＆ファカルティサポートオフィスという部署
を中心に維持にあたっており、学生アンケートや教員からのフィードバック等をもと
に、改善が必要なものについては、その内容や規模に応じ、教授会、運営会議、経営
会議等の会議体において遅滞なく意思決定を行い対応していく体制となっている。入
学定員増に対応して、東京校では開学時に 1 室だった専有教室を 6 室まで増設し、併
せて共用教室を 8 室増設した。また、週末に需要の多い勉強会室も 15 室まで増設して
いる。2012 年 4 月仙台校開校、2013 年福岡校開校など、キャンパス全体はプログラ
ムの拡張、入学定員増に伴い年々拡張している。大阪校は 2012 年に JR 新幹線新大阪
駅直結のビルへ移転し 565 ㎡を増床、福岡校は 2016 年に JR 博多駅前ビルへ移転し
500 ㎡を増床、名古屋校は 2017 年に JR 名古屋駅直結ビルへ移転し 300 ㎡を増床して
おり、社会人にとって通学の利便性を考慮した施設・設備を選んだ上で拡張を進めて
いる。 

  東京校の校舎は、1 階には入学式等のセレモニーやセミナー等の大規模イベントを
開催するためのグロービスホール（350 人収容）とホワイエが配置されている。2～4
階に教室が配置され（計 14 室）、学生がグループ単位で予習・復習に使用できる勉強
会室が 3 階に 6 スペース、4 階に 3 室、9 階に 6 室が配置されている。また、3 階には
自習用デスクを備えたライブラリが整備されている。勉強会室 1 室当たりの定員は 4
～8 名程度であり、グループでの勉強会の他、学生同士の課外活動にも予約利用が可
能である。各室にはホワイトボードを配置している。また、3 階のラウンジはフリー
スペースとして学習や学生相互の交流に利用できるよう、可動式と固定式のテーブル
と椅子をそれぞれ配置し、軽食も取れるように整備している。平日昼間はフルタイム
の学生が過ごす場としても利用されている。 

大阪校は全 6 教室（うち大学院専用は 3 室）と同一フロア内に 5 勉強会室、名古屋
校は全 5 教室（うち大学院専用は 3 室）と同一フロア内に 7 勉強会室、仙台校は全 2
教室（うち大学院専用は 2 室）と同一フロア内に 2 勉強会室、福岡校は全 4 教室（う
ち大学院専用は 2 室）と同一フロア内に 3 勉強会室をそれぞれ有し、ラウンジおよび
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ライブラリスペースを配している。大阪校はラウンジの他に GMBA 生専用の「大学
院生ラウンジ」を配し、教室や勉強会室と異なる環境での勉強会や学生企画の活動等
を認めている。 

勉強会室、ラウンジ等の施設利用時間は、授業時間帯に合わせており、平日 18：30
～21：30、土曜日 10：00～20：30、日曜日 10：00～16：30 となっている。本学で
は、ディスカッションを中心とする授業の学習効果を高めるため、クラス単位での自
主勉強会（予習及び復習）を強く推奨しており、2 週間に 1 度の授業スケジュールに
合わせ自主勉強会を設定できるよう、自主勉強会用の会議室を多く整備している。利
用は先着順で 2 週間に 1 枠の予約をマイページから受け付け、当日に空きがある場合
には追加利用もできるよう、利便性の高いシステムを整備している（既述の通り、
2022 年度は予約を停止中）。2019 年度までの勉強会室の稼働率は、曜日や時間帯、
授業の進度によっても波があるが、平均 30％程度であった。また、平日昼間に複数コ
マの授業をとるのが常態であるフルタイムの学生には、専用に勉強会用教室を用意
し、学生の希望に応じて利用できるようにしている。 

障がいのある教職員・学生のための施設・設備としては、東京校の建物の入り口に
はスロープが設けられているほか、1 階には車椅子用のトイレ、各階の移動にはエレ
ベーターが使える設備となっており、車椅子での移動が可能となっている。 

大阪・名古屋・仙台・福岡の各キャンパスも、それぞれエレベーターや車椅子に対
応したトイレなどの設備を備えている。  

情報インフラストラクチャーの整備 
各キャンパスとも、教職員居室、教室、ラウンジ、図書館をはじめとして学内はイ

ンターネット用無線 LAN が整備されており、学生、教職員のインターネット接続環境
が確保されている。このほか、学生が使える PC を東京は図書館に 5 台、3 階ラウン
ジに 2 台、大阪は 3 台、名古屋は 2 台、仙台は 2 台、福岡校は 2 台、配置している。
2020 年度は、オンライン型の授業数が急激に増加したため、学内ネットワーク回線の
増強を図り、自宅で授業を実施する教員のネットワーク環境の支援（速度を測定し、
環境が整わない教員にはポケット WiFi を貸出）も実施した。 
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授業では、クラスごとに学内システムと連動した iPad を準備し、教員による発言や
提出物の評価に使用しており、学生による出席登録用の iPad も各クラスに 1 台ずつ配
置している。2020 年度以降は、感染症防止の観点より学生共用の iPad 設置を停止
し、学生が自身のデバイスを使ってマイページから出席登録ができるようシステムや
運用を変更していたが、2023 年 1 月期からは、より利便性が高い iPad での登録を再
開した。これらの評価情報は、授業終了後に教員・学生のマイページに連携され、そ
れぞれマイページで確認ができる仕組みである。また、授業の提出物は、基本的に学
生がマイページからデータをアップロードすることを求めているが、自宅等でのアッ
プロードに加え、上記の学内に設置した共有 PC で授業前にアップロードをすること
も可能となっている。  

既述の通り、マイページとは、学生が履修登録や成績照会、アンケート回答、イベ
ント申込や会議室予約、事務局への問い合わせ等がワンストップで行える専用のウェ
ブサイトである。オンライン開催の授業へのログインや各授業の提出物アップロード
の他、各授業の振り返りや感想、質問などを共有するコミュニティ機能も利用でき
る。これにより、教室内の学びだけでなく、人的ネットワークを構築する場として機
能している。また、担当教員による授業の評価（発言、提出物の評価）も、各回の授
業が終了し、教員が当該授業回の評価を確定した後、マイページより確認することが
できる。 

教員にも専用のマイページがあり、こちらは、ウェブ上から学生の成績評価を行っ
たり、各回の授業で使用する教材を管理できるほか、授業に参加する学生の詳細や過
去の評価状況、ディスカッションボードへの学生の投稿等を確認したりすることが可
能となっている。 

この他、学生や教職員が教育・研究に使用する情報インフラとして、マイページを
通じて提供しているものの他、ライブラリ内で利用できる学術データベース・電子ジ
ャーナルや、教職員向けイントラネットを通じて情報提供している課金制の各種デー
タベースなどを整備している。 

情報インフラに関する一般的な質問には大学院事務局で対応しており、対応しきれ
ない技術的に高度な質問については IT 業務のアウトソース先である株式会社グロービ
スの IT 関連部門のスタッフの支援の元に対応している。 
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コンプライアンス研修 
本学では、すべての教職員にコンプライアンス研修を実施しており、情報倫理も取

り扱っている。年に 1 度は全教職員にコンプライアンスに関するテストや日々の活動
のアンケートを実施し、社会からの信用を守り、説明責任を果たすために改善を重ね
ている。 

なお、グロービスグループ全体で設置した GCC（グループ・コンプライアンス・コ
ミッティー）に大学院教職員も参加し、社会情勢に合わせ、組織として必要な対策を
検討し、大学全体の活動へ反映させている。 

また、学生が自らテーマを設定し、教員の指導の元、ワークプランの立案・情報収
集を行いケースやビジネスプランをまとめる科目「研究プロジェクト」を履修する学
生については、2020 年度より日本学術振興会による研究倫理 e ラーニングコースの受
講を義務化している。 

教育研究に資する人的な支援体制の整備 
本学では、ティーチング・アシスタントや研究マネジメントを行うリサーチ・アド

ミニストレーター等は設置していない。しかしながら、様々な場面で事務局職員が教
員をサポートし、教職員が協力して質の高い教育・研究活動が実施できる組織体制と
している。 

既述の通り、本学の授業は振替制度を前提に、科目ごとの学習テーマおよび標準的
なティーチングプランは FG が策定しているため、各教員は教材や学習テーマをゼロ
から設計する必要はなく、自らの実務経験に紐づいたテーマの深堀や、学生との議論
に備えた効果的な問いの設計等に集中することができる。担当の事務局職員は、FG
から指示された標準的な手配に加え、各教員からの個別指示に従い、授業準備を行
う。学生の出欠や発言評価等も、全教室に設置した iPad 上の成績評価システムで、担
当教員が学生の顔写真データや氏名・勤務先等のデータ、学生自身による授業参加の
登録データを参照しながら、簡易な操作で記録や評価登録ができるように設計してい
る。学生からの履修に関する相談や成績に関する問合せ等には、事務局職員も多くを
担っている。 
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教育研究活動は、FG ごとに専任教員を中心とし、一部の兼任教員や、教員を目指
しトレーニング中の職員も参加し、少人数のプロジェクト方式で進められることが多
い。FG による活動全般を管理運営するファカルティ・グループ本部（FGO）という
部局の職員は、プロジェクト全体の進捗管理や教員の稼働状況・実績管理の他、資料
の収集や執筆など、教員の研究活動をサポートしている。シラバスの策定に際して
は、教員・FGO 職員のほか、学生課・教務課にあたるグラデュエートスチューデント
&アルムナイオフィスの教職員も加わり、それぞれの立場から多面的にチェックして
いる。シラバスを含む教材は、各 FG の科目担当の教員が選定や執筆等を行った後、
配付手配は各部局の職員が担う。FGO 職員が著作権処理を施した後、教材配付担当の
職員が、授業を行う 3 ヵ月の開講期ごとに全科目の教材データをマイページのシステ
ムと連携させ、当該科目を申し込んだ学生が開講の約 3 週間前からマイページでダウ
ンロードできるよう手配している。 

教育研究等環境の適切性に関する定期的な点検・評価と改善・向上 
既述の通り、学生アンケートでは、学校運営や教育環境等に関する意見も受け付け

ている。施設・設備を担当するクラスオペレーション＆ファカルティサポートオフィ
スの職員が、当該項目に関する定量・定性のアンケート結果を分析し、内容に応じ、
運営会議や経営会議にて議論のうえで、改善に繋げている。これまでに、学生が個人
で行う自習スペースの拡充や、インターネット接続の改良などが行われてきた。 

図書館の整備状況 
本学では、開学以来、ライブラリの充実に取り組んできた。開学当初、東京校の蔵

書は 5,000 冊〔うち洋書 500 冊〕、学術雑誌 35 種〔うち洋雑誌 6 種〕だったが、
2023 年 3 月現在、東京校のライブラリは蔵書 15,676 冊（うち洋書 2,659 

冊）に増強、雑誌 48 誌〔うち洋雑誌 7 誌〕、英字新聞（Financial Times）1 紙、日
経新聞（朝夕刊）を所蔵している。ラウンジライブラリを置く大阪校は蔵書 3,331 冊
（うち洋書 84 冊）、名古屋校は蔵書 2,182 冊（うち洋書 29 冊）、仙台校は蔵書
1,146 冊（うち洋書 9 冊）、福岡校は蔵書 1,014 冊（うち洋書 4 冊）を設置してい
る。 
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図書館資料の選定にあたっては、将来の経営人材に読んで欲しい経営関連書籍、標
準的と考えられるリファレンス書籍を、経営各分野を専門とする FG 所属の専任教員
が中心となって選定し、蔵書している。 

利用者が他キャンパスの蔵書利用を希望する際は、送付にて取り寄せ、貸し出すこ
とで対応している。また、利用したい資料の所蔵がない場合には、オンラインで購入
リクエストが可能で、事務局にて内容確認後、選書基準に沿ったものは受理する。購
入することが決まった図書は、申込者が優先的に利用（貸出）できる。東京校購入リ
クエスト実績は、2022 年度（2023 年 3 月現在）2 件であった。 

所蔵する雑誌は、「ハーバード・ビジネス・レビュー」や「一橋ビジネスレビュ
ー」等、ビジネスと学術の架け橋となるようなものを購読し、実践的なマネジメント
能力の涵養に役立てている。 

また、日本語科目の指定教科書については、東京校は 1 冊以上、他キャンパスは必
要に応じて所蔵している。英語科目の指定教科書は、フルタイム MBA プログラムの
留学生など外国人学生の経済状況を考慮し、複数人で閲覧できるよう各 3 冊以上所蔵
し、参考図書として教員が教科書以外で指定する書籍も各 2 冊以上所蔵している。 

ライブラリ内で利用可能なデータベース・電子ジャーナルについては、CiNii、
Nexis（＊）、SPEEDA（＊）、Web of Science（＊）の 4 つを整備しており、利用者
は無料で使用することが可能である（＊…有料データベース）。 

本学では、理論と実務の架橋教育を意識した教育カリキュラムを提供しており、学
術的な理論は学生が自ら書籍や論文で学べるよう、各 FG が選定した良書や論文を教
科書・参考書籍として指定し、予習に活用している。授業では、ケースメソッドやデ
ィスカッションを多用し、それらの理論を活用することに重きを置くため、教科書・
参考書籍も、極度に専門性が高いものや入手が困難なものは指定していない。同じ視
点から、リファレンス資料の情報収集（リサーチ）についても、SPEEDA をはじめと
する 4 つの電子データベース、電子ジャーナルの利用でカバーできていると認識して
いる。特に、本学の学生はある程度収入のある社会人であることから、経済的な事情
により必要書籍を購入できないという事情が少ないことや、専任教員には研究費を認
めているため、上述のライブラリ形態をとっている。  
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図書館の管理体制 
東京校のライブラリでは、担当の職員（専任職員 2 名、非常勤司書 3 名）が図書館

及び書籍・資料・PC・データベース等の整備、図書利用システムの管理、貸出及び返
却管理、蔵書リクエスト受付対応、その他利用管理等全般を担当している。東京校以
外のキャンパスでは、東京校ライブラリの担当職員の指導のもと、各校の事務局職員
が利用管理等全般を担当している。 

図書館は、利用者である学生・教職員の利便性を鑑み、当該キャンパスで授業を開
講する日は毎日開館している。原則として授業の開講時間に準じて開館しており、週
末や祝日にクラスを履修する場合にも利用できるようになっている。オンラインで学
ぶ学生は、学生本人の希望に応じ、各自が利用しやすいキャンパスのライブラリ/ラウ
ンジライブラリを利用する。 

2020 年度は、教職員・学生の接触機会が増えるライブラリ内での感染症防止のた
め、6 月まではライブラリを閉館した。通学形式の授業を再開した 7 月以降、授業開
催日に限りライブラリを開館し、消毒液の設置や座席配置の工夫、開館時間の短縮、
また、利用者が触れた書籍はそのまま書架には戻さずに、返却 BOX を設置し翌日に
司書が書架へ戻すという対応をし、感染症防止策に努めた。 

東京校ライブラリでは、入口に入退館ゲート装置を設置し、セキュリティカードを
所持している者のみに入館を制限し、危機管理に努めている。また退館時には、図書
無断帯出防止装置によって資料の無断持ち出しを防止している。大阪校・名古屋校・
仙台校・福岡校のラウンジライブラリは、事務局受付付近のラウンジに書棚を設置す
る形態を取っており、来校時にラウンジ内で気軽に資料を利用できるスペースとし
て、高い利便性を保っている。 

学生が借りられる図書数の上限は 4 冊で、貸し出し期間は 2 週間とし、隔週に 1 回
の授業の開講タイミングと合うように図られている。教職員が借りられる図書数の上
限は 100 冊（図書 50 冊、雑誌 50 冊）で貸し出し期間は書籍 30 日間、雑誌 14 日間と
し利便性の向上を図っている。また自動貸出機を導入し、利用者のプライバシー保護
や貸出・返却手続の簡略化、混雑時の貸出・返却処理のスピードアップを促進してい
る。 

利用者用蔵書検索システムとして、図書館システム『名館長』を介してグロービス
ライブラリ独自の WebOPAC を整備している。 
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館内は無線 LAN が整備されており、学生、教職員のインターネット接続環境が確保
されている。複合機（カラーも可）を各校に 1 台を設置している。著作権法を順守し
た範囲で複写が可能な環境を設備している。 

専任教員の授業担当時間の調整 
各教員の担当時間数は、過重な負担とならないよう配慮するとともに、特定教員に

過度に偏らない点にも留意している。 

本学では、3 ヵ月の開講期間で 1 つの科目を複数クラス開講し、振替制度にも対応
できるようにしている。このため、全ての教員が実施する全てのクラスで同一のシラ
バスを用い、各授業回で取り扱う学習テーマを統一し、3 カ月間の授業スケジュール
や進捗を揃えている。各 FG の FD 担当と、教員の担当授業を割り振る専任の教職員
が密に連携し、どの科目をどのタイミングで何クラス数開講するのかという大学全体
のスケジュールに加え、教員ごとの担当クラス数、教授内容の向上や隣接する分野の
科目登壇など、様々な観点より緻密な調整を行っている。 

授業担当時間については、原則として専任教員は年間で少なくとも 24 コマ相当以上
の授業と、それに準じる教育研究活動を担当している。また大学院の教育研究以外の
業務に従事する専任教員については、原則として年間で少なくとも 18 コマ相当以上の
授業の担当をしている。 

教員の配置については、学生の学習効果の最大化に繋がることを優先するととも
に、教員の教育に対する準備に十分な時間が取れるよう、また研究活動に支障が出な
いように配慮し、担当の割り振りを図っている。 

研究活動を促進する仕組み 
本学の研究は、既述の「グロービス経営大学院における研究の考え方（方針）2010

年策定」で明示したように、カリキュラム開発・ケース作成・教科書（本・サイドリ
ーディング）、育成（教授法を含めて）・対外発信に重きを置くものである。それに
基づき、毎年、研究費 2,000 万円の予算を確保しており、十分に賄えている。外部資
金獲得は、現時点では想定していない。 
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専任教員の教育研究活動を支援する仕組みとして、個人研究費制度と自己啓発支援
制度を設けている。個人研究費は一人当たり年間所定の金額（上限 50 万円）を定めて
いる。自己啓発支援制度は、専任教員の申請により、国内外の経営教育関連プログラ
ムへの参加を承認し、前述の研究費のほかに、該当プログラム参加費用の一部を本学
が負担する仕組みである。2022 年度からは、支援対象に博士後期課程への進学も含め
るよう制度を改訂し、いっそう教育研究活動を推進している。 

これらに加え、「グロービス教育研究助成金」からの研究への資金援助の制度も備
え、一層の教育・研究の深化を図るための支援を企図している。 

こうした支援のもと、Harvard Business School の Global Colloquium of Participant 
Centered Learning という Faculty Development Program には、2015 年度に 1 名、
2016 年度 2 名、2017 年度 2 名、2018 年度 1 名、2019 年度 1 名の教員が参加した。
2020 年度・2021 年度は、新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、プログラムの開
催自体が見送られたが、2022 年度には 3 名の教員と 1 名の職員が参加した。他にも、
2014 年度は INSEAD シンガポール校のリーダーシップ・プログラム、イタリアで開
催の世界会計教育者・研究者会議、英国ロンドンで開催の Future of Work Research 
Consortium へ各１名、2017 年度は仏 INSEAD の Managing Global Virtual Tram とい
うコースに 1 名の教員が参加した。 

また、適切なプロセスに基づき公正な研究活動を実施するため、2018 年度に「研究
倫理規程」を制定し、教職員へ公開した。 2022 年度には、研究活動へ一層注力する
方針変更を踏まえて研究倫理規程も改訂し、研究倫理委員会を新たに設置した。 

専任教員の研究室は個別研究室ではなく、オープンな執務環境に座席を配置するこ
とを重視している。これは、かつて発明王であったトーマス・エジソンの研究室がオ
ープンな執務環境であり、それによりオープンイノベーションを企図したように、教
職員間のコミュニケーションの促進を最優先するものである。執務スペースは、教職
員共にフリーアドレス制として個人ロッカーを設けた上で、個人で集中して作業を行
うエリア、複数名での打ち合わせ用のエリア、書架を並べたエリア、フリードリンク
エリア、来客時等に使用可能な会議室等を分け、状況に応じ使い分けられるように設
計している。この結果、教職員間の情報共有、意識共有も非常にスムーズに行うこと
ができている。過去に研究者教員については個別の研究室(2 名で共有)を整備していた
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が、このオープンな執務環境に配置したところ、以前よりも他の教員や職員とのコミ
ュニケーションが進んでいるという感想を得ている。またこのことによって、職員に
よる教員への支援が促進され、教員、職員の協業という形での研究活動が活発になっ
てきている。なお、新型コロナウイルス感染症の影響によりリモート環境で執務する
教員が増えたことを踏まえ、これまで学内に限られていたデータへ学外からもアクセ
スできるよう、VPN やシステム・ツールを整備している。 

2022 年度からは、研究活動を推進するため、研究者教員の組織的支援も開始してい
る。研究活動に必要なデータベースの導入を進め、researchmap へ研究者教員を登録
するなど、研究環境の整備を進めた。また、既述の「グロービス経営大学院紀要」の
発刊（2023 年）に向け、査読を行う編集委員会を設立し、研究活動のアウトプットの
場も拡充した。 

こうした専任教員の教育・研究環境については、教授会を初め、合宿形式の「教員
リトリート」や、年に 1 度の MBO の場などで、随時、意見や要望を聞き出し、審議
するようにしている。 

なお、制度としての研究専念期間等は設けていないが、実務家教員である故の止む
を得ない実務の事情や研究活動等により、授業や学務の担当が難しい期間が生じる場
合は、個別に審議のうえで担当を変更・軽減するなど、できる限り柔軟に対応し、各
教員が学問的な創造性をさらに伸長し、より良い教育研究活動が行えるよう、支援し
ている。 

VI. 「5 つの良い」の改善システム 

点検・評価の方針 
ここまで述べてきたように、本学では「創造と変革の志士」を育成するという目的

に向け、教育理念に掲げる教育を実現するため、「良い教員」「良いカリキュラム」
「良い受講生」「良いサービス」「良い知の発信」の 5 つを通じて、理念に謳う 3 つ
の場（「理論と実践を融合した能力開発の場」「生涯にわたる人的ネットワーク構築
の場」「自らの志と生き方（キャリア）を見つける場」）を提供するべく、様々な取
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り組みを実施している。各施策は、理念に基づく「能力開発に寄与するか？」「人的
ネットワーク構築に資するか？」「志の醸成につながるか？」という 3 つの視点より
評価し、改善に繋げている。 

「良い教員」は、教員採用時の選考や昇進、評価等を通じて実現するため、教員選
考委員会や教員の MBO を実施する各 FG リーダー、研究科長、ファカルティ・ディ
ベロップメント担当長が責任を持ち、取り組みを実施している。同様に、「良いカリ
キュラム」はカリキュラム委員会、「良い受講生」はアドミッション・コミッティー
や修了判定委員会、「良いサービス」は内容に応じ運営会議や経営会議が責任を持
ち、既述してきた各種施策を実行している。 

自己点検・評価の仕組み 
毎年行う自己点検では、前述の点検・評価の方針に基づき、まず、学生募集・入学

試験・学生支援・教育カリキュラム策定・研究活動等の各担当教職員が自部門業務を
振り返った上で、大学事務局の担当教職員が可視化された課題をとりまとめた報告書
を作成し、自己点検・評価委員会へ提出する。委員会は、「自己点検・評価報告委員
会規程」に基づき、教育研究に関する活動状況や、組織、施設・設備、運営の状況及
び財政状況について、自己点検・評価を実施する。委員会の構成員は、学長、研究科
長 2 名（うち 1 名委員長）、副研究科長 2 名（うち 1 名副委員長）、ファカルティ・
ディベロップメント担当長、専任教員のうち研究科長が必要と認めるもの数名、学生
支援等にかかわる事務局職員数名、当該委員会を取りまとめる事務局員数名（事務局
長含む）である。委員会は、大学事務局から提出された報告書を全学的な視点でチェ
ックし、教育理念に沿った学校運営ができているか、中長期計画である「2022 年ビジ
ョン」に向けた計画が進捗しているか、改善が必要な点がないかを探り、全学の自己
点検・評価報告書を作成する。委員会が作成した全学の自己点検・報告書は、学長に
報告される。学長が参加する経営会議において、報告内容を踏まえ必要な改善施策等
を検討し、次の活動計画等に反映、実行する。改善活動の実行・推進には経営会議が
責任を負い、経営研究科の内部質保証を推進している。本学は、1 研究科のみ設置す
る大学院大学であるため、これら全学の活動が経営研究科の活動に等しいものと位置
付けられる。また、点検結果や改善施策は、内容に応じて、理事会、評議員会でも共
有している。理事会、評議員会には外部の理事が 2 名（全 6 名）、評議員が 11 名
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（全 19 名）参画し、外部の視点から評価を行っているため、自己点検・評価の客観
性、妥当性も確保している。 

改善・向上の実績 
自己点検・評価報告委員会からの報告に基づいた近年の改善事例としては、2018 年

度の「研究倫理規程」の策定や、2019 年度の障がい学生対応指針の検討が挙げられ
る。研究倫理に関しては、研究開発の作業マニュアルや契約書の雛型など、ガイドラ
インにあたる資料は学内に複数存在していたが、明文化した規程が設けられていない
状況だった。2018 年度に、委員会からの起案に基づき経営会議で議論し、当該規程を
策定した。障がい学生対応に関しては、それまで学生からの相談に応じて個別に検
討・対応してきた事例を参考に、2019 年度に全学の指針として基本的な考え方をまと
め、2020 年度にはウェブサイトでも公表した。以降は担当教職員を中心に見直しや拡
充を続け、既述の通り、いずれも 2022 年度に大幅改訂・拡充を行い、学内外へ公表
した。 

改善・向上に向けた具体的な活動の進め方 
教職員は、年に 1 度の委員会報告に留まらず、日常的に行う業務において発見した

課題を適切な会議体へ具申し、解決策を議論・実行している。その際には、学生の声
や社会の変化・新たな知見などを積極的に取り入れ、活用することを意識している。
学期ごとに実施する授業アンケートの分析（3 ヵ月に 1 度）、学事行事が終わるごと
に実施する振り返り、卒業時アンケートの分析などでは、各担当の教職員が学生の声
を真摯に聞く。FG ごと、あるいは FG 横断の会議では、クラス運営から得られた学生
の様子に関して意見交換をしたり、社会の変化や新たな知見について共有する。教育
の質向上に向けた業務は多岐に渡り、枚挙に暇がない。本学の教職員は、3 ヵ月に 1
度の MBO（Management by Objectives：目標管理制度）により、上長と業務目標の
達成度合・評価や次四半期の目標を話し合う機会を持つため、組織として課題の発
見・解決に繋げやすい仕組みを構築している。 

これらの点検・改善の活動にあたり、教職員は学則や教育理念に定める「創造と変
革の志士（Visionary Leaders）」の育成を常に企図し、学生の声や社会の変化・新た
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な知見などを積極的に取り入れることを意識し、継続的な教育研究活動の成果の向上
に取り組んでいる。 

また、「グロービス・ウェイ」を目的を実現するための行動の礎とし、成果向上の
プロセスの充実も図っている。   

改善・向上の PDCAサイクルを機能させる取り組み 
本学では、自己点検・評価報告委員会によるチェックのもと、経営会議が教育研究

の質を担保・向上する活動に責任を負い、教職員による活動を支援している。教職員
は、創造と変革の志士を輩出するという大学の教育研究目的をブレイクダウンした個
人目標（教育研究上の目的・教育理念＞3 つのポリシー＞中長期計画（2022 年ビジョ
ン）＞学長による 1 年の方針＞経営研究科の 1 年の方針＞個人の 1 年の目標→個人の
3 ヵ月の目標）に基づき、目的に向かって着実に歩みを進めている。MBO 制度による
3 ヵ月・1 年単位の上長によるフィードバックプロセスや、年に 1 度の自己点検・評価
報告委員会への報告書提出により、計画の進捗がチェックされる。 

教職員による教育研究の質を担保・向上する活動は、学生によるアンケート結果か
らも、有効に機能していると判断される。本学は四半期制度をとっており、各授業は
3 ヵ月で完結する。学生による授業評価アンケートは、3 カ月の授業に対して 2 度実施
し、担当教員のみならず、研究科へ広く公開される。学生支援やカリキュラム立案・
教員の研究支援担当などが、定量・定性の両面からアンケートを分析し、業務ごとの
観点における評価指標を設け、改善活動に繋げている。アンケート項目には、「理解
度」「総合満足度」「総合有益度」「講師評価」「事務局評価」などが含まれてお
り、学校の活動全般が反映される「総合満足度」は、4.6（最高値は 5.0）を維持して
いる。また、課程修了時には、卒業時アンケートも実施しており、例年通りの高い満
足度を維持している。 

これらのアンケート結果に基づくカリキュラムの見直しや教員の評価・登壇機会の
調整は、既述の通り、基準を設けて厳密に実施している。 
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教育の質保証に繋がる更なる仕掛け 
本学の前設置者である株式会社グロービスが設立した社会人向け教育機関「グロー

ビス・マネジメント・スクール」は、学習効果が認められなかったと顧客が判断した
場合、受講料の全額を返金する「クオリティ・ギャランティ（グロービス品質保証制
度）」を創業当初より提供してきた。本学も開学時より同制度を導入しており、本科
生・科目等履修生から期待した学習効果が認められなかったという申請があった場合
は、理由に関わらず、制度の適用対象としている。学習効果が認められなかったと判
断した理由は、面談の場で教職員が丁寧にヒアリングしたうえ、寄せられた不満の声
を学内の関係部署へ広く共有・分析し、教育サービスの改善へ繋げている。本科生が
本制度を申請した事例は開学以来 1 件もないが、科目等履修生は年間数件程度の申請
事例がある。多くの場合、制度利用者は本学が提供する教育サービスに大きな期待を
寄せており、実際に提供された教育サービスとのギャップに不満を抱き、制度を利用
していると判断される。面談の結果、不満を解消するための本学の姿勢・改善活動に
納得した場合、返金された受講料でまた次の科目を申し込んだり、本科へ出願したり
するなど、より強固な関係性が築ける場合もある。期待とのギャップが生まれる理由
は、当該科目における教授内容、担当教員の教え方、事務局職員によるサポートのあ
り方、科目申込に至るまでの情報提供のあり方など、様々な要因がありうる。開学以
来 15 年以上運用し続けてきた結果、本制度の申請があるのは非常に残念なことではあ
るものの、結果を特定個人の責に帰さず、組織として受け止め、より良い教育サービ
スを提供するためのきっかけとして活用するフローが学内に定着している。 

これらは、各担当の教職員が日常業務の一環として実施しており、委員会や経営会
議の特別な指示がなくても機能するように作られている。このような仕掛けを組み込
むことによっても、本学の教育研究の質を担保する活動が実効性あるものとなってい
る。   

自己点検・評価の結果の公表 
本学は、過去 3 年分の自己点検・評価報告書、及び最新の経営系専門職大学院認証

評価、大学評価の自己点検・評価報告書と評価報告書（評価結果）を、「グロービス
経営大学院 自己点検・評価報告委員会規程」に基づき、本学のウェブサイトで公開し
ている。 
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以前は過年度分の自己点検・評価報告書については冊子形式にまとめ事務局に常設
していたが、2015 年度に受審した経営系専門職大学院認証評価の評価結果において、
過年度分についてもウェブサイトで公開するようにとの指摘があり、開示方法を改め
た。 

この他、教育研究上の目的に関することや、教員組織、教員の数並びに各教員が有
する学位及び業績に関することなど、大学院の組織運営と諸活動の状況は、本学ウェ
ブサイトの「情報公開」メニューで一覧形式にまとめ、公開している。卒業生の活躍
状況は、本学のウェブサイトに様々な形で公開している。本学は 1 研究科のみ設置す
る大学院大学であるため、全学の情報が経営研究科の情報に等しい。  

組織運営、財務と諸活動の状況についての情報公開 
本学では、「学校法人グロービス経営大学院 情報公開取扱規程」「学校法人グロ

ービス経営大学院 財務書類等閲覧規程」に基づき学内外からの情報公開の要請に対
応しており、閲覧可否の判断が必要な場合は、経営会議が最終的な判断をする体制を
敷いている。各年度の組織運営、財務と諸活動の状況や結果を報告する「事業報告
書」と「財務報告書」は、本学のウェブサイトで閲覧公開をしている。 

また、本学の理念をはじめ「各種方針（ポリシー）」「教育・研究」「募集」「施
設・設備」「学生生活」「財務」などに関するさまざまな情報については、本学のウ
ェブサイトを初めとし、パンフレット、メールマガジン、定期的に行う学生や応募者
向けの説明会などを通じて、可能な限り公開するよう努めている。 

本学では上述の従来型の情報公開に留まらず、現在の発信ツールとして影響力の高
いソーシャルメディアを利用した、Twitter、LinkedIn、Facebook、YouTube 等を通
じて運営に対する考え方についても社会に伝える努力を続けている。 

適切な情報管理と公表 
既述のように、自己点検・評価報告書は、各業務を担当する教職員が作成した報告

書を委員会メンバーが確認したうえで作成しており、外部理事や評議員にも報告され
ることにより、正確性・信頼性と共に、客観的な妥当性を担保している。また、財務
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報告書については、監査法人による会計監査を受けた「計算書類」を基に作成し、公
表している。 

自己点検・評価報告書、事業報告書については、毎年、最新年度のものを掲載・公
表している。大学基準協会による認証評価の自己評価報告書と評価報告書（評価結
果）も、公表可能との通達を受けて、速やかに掲載・公表している。 

本学のウェブサイトを初めとする各種媒体に記載しているその他のさまざまな情報
については、事務局内の担当チームが適宜見直しを行い、必要に応じて更新してい
る。 

VII. まとめ 
本学の 2022 年度の活動を「5 つの良い」の観点より点検してきた。2020 年度以降

は新型コロナウイルス感染症の影響により、2019 年度までとは教育・研究の環境が大
きく変化した。積み重ねてきたノウハウを生かし、オンライン授業でも質の高い学び
を継続できる状態を作り出せているものと考える。2020 年度に受審した経営系専門職
大学院評価で指摘を受けた事項に対する改善策を検討・実施するとともに、2019 年度
までとは異なる前提をもとに、新しい時代における教育研究について議論することも
あった。研究者教員の新規任用や 2 つの研究所の設立など、これまで以上に研究活動
に注力し、実務と理論を結び付けた教育を増強できるよう体制を整備しつつある。理
念に基づきひとりひとりの教職員が果たすべき役割を自ら考え積極的に動くという本
学の文化を活かし、今後も質が高い教育研究を継続し、さらに発展させられるよう、
実直に改善活動を重ねていきたい。 
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